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総括研究報告書 

 

障害者虐待防止研修の効果的なプログラム開発のための研究 
 

     研究代表者  堀江 まゆみ（白梅学園大学子ども学部発達臨床学科 教授） 

 

 

【分担研究者】 

内山 登紀夫 （大正大学） 

曽根 直樹  （日本社会事業大学） 

野村 政子  （東都大学） 

手嶋 雅史  （椙山女学園大学） 

 

Ａ. 研究目的 

障害者虐待防止法施行後３年が経過した中で

対応状況調査を通じてその実態が明らかになっ

てきている。特に虐待防止センターへの通報や

その対応など自治体の役割が重要であることが

示唆された。こうした状況を受けて、これまで

都道府県向けに開催してきた障害者虐待防止指

導者養成研修の内容等の見直しが必要となって

いる。 

本研究では、①研修課題の分析を行い、研修

の効果やプログラムおよび啓発について検証を

行う。②障害者虐待防止・権利擁護のさらに理

解が深まる効果的な研修プログラム及び研修実

施マニュアルパッケージの開発を行う。③研修

プログラムの効果測定と新たな視覚教材・実施

方法の開発、④全国での研修効果の均質化・標

準化を進めるためのネットワークや人材・教材

のデータバンク構築、研修スーパーバイズのモ

デル実践を行うことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１）研修受講者の評価および課題の調査 

これまで行った研修について受講者対象のア

ンケート調査を分析し、研修の効果・課題に

ついて検証を行った。アンケート調査は過去

２年間の国研修を受講した受講者 700名を対

象に分析した。調査項目は、①養護者虐待の

防止に関する研修、障害者福祉施設従事者等

【研究要旨】 

障害者虐待防止法施行後３年が経過した中で対応状況調査を通じてその実態が明らかに

なってきている。特に虐待防止センターへの通報やその対応など自治体の役割が重要であ

ることが示唆された。こうした状況を受けて、これまで都道府県向けに開催してきた障害

者虐待防止指導者養成研修の内容等の見直しが必要となっている。 

本研究では、①研修課題の分析を行い、研修の効果やプログラムおよび啓発について検

証を行う。②障害者虐待防止・権利擁護のさらに理解が深まる効果的な研修プログラム及

び研修実施マニュアルパッケージの開発を行う。③研修プログラムの効果測定と新たな視

覚教材・実施方法の開発、④全国での研修効果の均質化・標準化を進めるためのネットワ

ークや人材・教材のデータバンク構築、研修スーパーバイズのモデル実践を行うことを目

的とした。 
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による虐待の防止に関する研修、雇用者によ

る虐待防止に関する研修のついての効果と課

題、②現在の現場ニーズから見た研修課題と

今後の期待、③虐待の相談・通報に関わる研

修ニーズ等、④伝達研修の実施状況等から行

った。 

 

２）全国の都道府県が行った障害者虐待防止

指導者養成研修プログラムのアンケート調査

と研修分析 

全国の都道府県の虐待防止研修担当部署

（47か所）に対し、研修課題に関するアンケ

ート調査、および過去の研修プログラムと研

修資料の収集を依頼した。現在、32か所から

の返送があり、未返送の都道府県に追加の依

頼を行い年度内に全都道府県の資料を入手

し、分析した。 

 

３）区市町村の虐待防止センターおよび都道

府県の権利擁護センターに対するヒアリング

調査 

虐待通報受理に関する課題を明らかにすると

ともに、今後、効果的であると思われる受理

システムやバックアップシステムを実施して

いる区市町村・都道府県を8か所、抽出し、ヒ

アリング調査を実施した。聞き取り対象者は

虐待通報対応にあたる職員とした。8か所の選

定は以下の条件を勘案して行った。①顕著な

虐待事件が起こり、その対応を行った都道府

県あるいは区市町村のセンター、②効果的な

虐待通報システムを実践している区市町村の

センター、③通常の業務を行っている区市町

村のセンターである。主な調査項目は以下の

ようである。 

ａ障害者虐待防止センターの設置状況（直営

のみ、委託のみ、直営と委託の両方）と課

題、 

ｂ障害者虐待防止対応のための体制整備とそ

の課題、ｃ都道府県障害者虐待防止・権利擁

護研修について 

 

４）事業所における虐待防止委員会の設置状

況に関する調査（第一次） 

全国の事業所1000か所に対し、虐待防止委

員会の設置状況に関する調査（第一次）を行

った。対象事業所の選定にあたっては事業所

種別ごとにランダム抽出を行った。調査項目

は、虐待防止委員会の設置、虐待防止研修に

実施に関する内容で構成した。 

 

５）「不適切な対応」「性的虐待」に関する

事例の収集 

 不適切な対応や性的虐待が発生する背景や

要因等を明らかにするために、これらが起こ

っていると考えるあるいは起こった事業者や

法人および保護者に協力を得て事例収集と分

析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

福祉サービス機関や行政の職員を対象とし

たアンケートおよび面接調査等に関しては、

個人情報の保護に十分留意し「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」を遵守し、

研究代表者（堀江まゆみ）の所属する機関の

倫理審査委員会に調査研究実施の申請を行

い、承認を受けた（201813号、201820号）。 

 

Ｃ．研究結果 

１）研修受講者の評価および課題の調査 

受講者の研修評価はおおむね良好であった
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が、実践に直接関連のある研修内容を希望す

る者が多かった。通報受理の窓口対応の方法

について、虐待認定の具体的事例、事業所に

おける職員にメンタルヘルスなどの研修ニー

ズが高かった。 

 

２）全国の都道府県が行った障害者虐待防止

指導者養成研修プログラムのアンケート調査

と研修分析 

47か所中、32か所からアンケート調査および

資料の提供を得ることができた。32か所中、

21か所では、国研修とほぼ同様なプログラム

で実施していたが、短縮日数での実施のため

一部のプログラムも少なくなかった。研修実

施に当たっての課題は、講師等の人材確保が

難しい、研修教材が入手しにくい、研修日数

の確保が困難、などが挙げられた。 

 

３）区市町村の虐待防止センターおよび都道

府県の権利擁護センターに対するヒアリング

調査 

 各地の実施状況に関してヒアリングを進め

た。課題として、一般市民への周知が不十

分、専門職員の確保の困難さ、障害者以外の

児童、高齢者、DVとのネットワーク、被虐待

者の保護について、相談対応や相談機関の体

制について、虐待事例の調査対応についての

専門職の参加などが挙がっていた。今後も分

析を進めることとする。 

 

４）事業所における虐待防止委員会の設置状

況に関する調査（第一次） 

障害者福祉施設等で行われている虐待防止

策について、往復はがきによる質問紙調査を

実施した。調査対象は、障害者福祉施設従事

者等による障害者虐待の認定件数が多かった

６事業（障害者支援施設2,596施設、共同生活

援助7,701事業所、生活介護9,964事業所、就

労継続支援B型11,422事業所、就労継続支援A

型3,768事業所、放課後等デイサービス11,565

事業所）及び、虐待認定件数の増加が著しか

った療養介護251施設の中から、2段階抽出に

より各200カ所（合計1,400カ所）を調査対象

とした。 

虐待防止委員会を設置していない比率が高

かったのは、共同生活援助57.9%、就労継続支

援A型68.0%、就労継続支援B型60.0%、放課後

等デイサービス54.9%であった。内部の障害者

虐待防止研修を実施していない事業種別とも

重なるため、虐待防止委員会の設置により内

部の虐待防止研修の実施率を高めることがで

きる可能性がある。 

障害者福祉施設等において、虐待を受けた

と思われる障害者を発見した場合、すべての

事業種別において、50%以上が設置者や管理者

に報告した後通報するルールとなっていた。

職員が通報するルールがあるのは、複数回答

を含めて30%程度であった。 

 平成29年度障害者虐待対応状況調査の結果

によれば、障害者福祉施設従事者等による障

害者虐待の相談・通報・届出者は、当該施

設・事業所職員18.2%、当該施設・事業所設置

者・管理者11.4%となっており、職員からの通

報が多い。施設・事業所のルールでは、50%以

上が設置者、管理者に報告した上で行政に通

報するという調査結果から、設置者・管理者

の報告したところ通報がなされなかったため

に、やむを得ず職員が通報する事案があるこ

とが考えられる。        

施設内虐待の防止に向けた調査と研修の組
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み立てにあたっては、管理者、サービス管理

責任者、それ以外の職員という立場の違う職

員が虐待防止研修を受講することを念頭に、

受講者が伝達研修しやすい内容にすること、

虐待防止委員会の設置を促進する内容にする

こと、通報義務を適切に果たすことの重要性

を盛り込んだ研修プログラムにすることなど

が考えられる。  

 

５）「不適切な対応」「性的虐待」に関する

事例の収集 

 不適切な対応に関しては124事例が収集され

た。社会福祉法人Ａが運営する障害者事業所

から得られた「虐待事例あるいは不適切事

例」を分析し、虐待を未然に防ぐために、ま

た、潜在的な不適切対応を早期に気づき改善

するために研修で取り上げるべき事例を分析

し今後の課題を検討した。その結果、「手を

引っ張る（身体的虐待）」「交換条件を出し

てやらせる（心理的虐待）」等の明らかな虐

待事例に加えて、実践現場では「やるべき適

切な対応が不足していた（ネグレクト）」

「本人の意思に反した支援を行った（意思決

定支援の欠如）」等が虐待を起こさないため

に改善すべき事例として課題となっているこ

とが明らかになった。性的虐待は被虐待者の

保護者や虐待を起こした事業所にヒアリング

を実施しており10事例の収集を行った。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、①事業所における虐待防止委員

会や通報ルートの分析、虐待・不適切事例の分

析を研修課題の分析を行い、事業所において虐

待を防止し、適切な対応を行うための研修の在

り方や効果的なプログラム研修作成を行うため

の基礎資料を得ることができた。さらに、②都

道府県の権利擁護センターよび市町村の虐待防

止センターの通報受理に関わる課題や支援シス

テムに関する好事例を聞き取り調査で得ること

ができた。今後、国研修としておこなうべき障

害者虐待防止・権利擁護研修に関して、より理

解が深まる効果的な研修プログラム及び研修実

施マニュアルパッケージの開発を行うことが必

要であることが明らかになった。 

 

Ｅ．結論 

今後、研修プログラムの効果測定と新たな

視覚教材・実施方法の開発を進めながら、④

これらを全国での研修効果の均質化・標準化

を進めるためのネットワークや人材・教材の

データバンク構築、研修スーパーバイズのモ

デル実践を行うこととしたい。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 特になし 

 2. 実用新案登録 

 特になし 

 3.その他 

 特になし 
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平成 30年度 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

「障害者虐待防止研修の効果的なプログラム開発のための研究」 
分担研究報告書 

 

国内外の障害者虐待の研究動向および虐待・不適切対応事例の実態調査と 
改善に向けた検討 

―本調査の必要性に関する文献検討と事例検討を通して－ 
 

     研究代表者  堀江 まゆみ（白梅学園大学子ども学部発達臨床学科 教授） 

研究分担者  内山 登紀夫（大正大学心理社会学部 教授）  

研究分担者  野村 政子 （東都大学ヒューマンケア学部看護学科 講師） 

 

 

 

Ａ. 研究目的 

本研究班では、障害者虐待防止のために効果的

な研修プログラム及び研修実施マニュアルパッケ

ージの開発を行うことなどを目的とし、研修プロ

グラムの効果測定と新たな視覚教材・実施方法の

開発などを目指している。本分担報告では、以下

の 2点の検討を目的とした。 

 

【研究①】文献レビューととおして障害者虐待に

ついての現在の知見の確認と今後必要な調査研究

について検討した。 

 

【研究②】我が国の社会福祉法人Ａが運営する障

害者事業所から得られた「虐待事例あるいは不適

切事例」を分析し、虐待を未然に防ぐために、ま

た、潜在的な不適切対応を早期に気づき 

 

改善するために研修で取り上げるべき事例を分 

析し今後の課題を検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

【研究①】文献レビュー 

 国内外の障害者虐待の研究動向を確認するため

に、データベース検索を行った。 

英語圏については先ず全般的な傾向をしるため

MEDLINE で”abuse” x “disability”で検索し

た。MEDLINE は医学研究が中心であるため、心理

学領域、社会学領域の情報を蒐集するために

PsycINFO、Psychology and Behavioral Sciences 

Collection、SocINDEX、Humanities Internation

をデータベースに加えて EBSCOhost Research 
Databasesをインターフェイスとしてキーワー
ドは abuseと disabilityをかけ合わせた。 

【研究要旨】 

本研究班では、障害者虐待防止のために効果的な研修プログラム及び研修実施マニュア
ルパッケージの開発を行うことなどを目的とし、研修プログラムの効果測定と新たな視覚
教材・実施方法の開発などを目指している。本分担報告では、【研究①】英語と邦語文献
のレビューをとおして障害者虐待についての現在の知見の確認と今後必要な調査研究につ
いて検討した。その結果、我が国では障害者虐待についての調査・研究が不十分であるこ
と明らかになった。そこで【研究②】として、我が国の社会福祉法人Ａが運営する障害者
事業所から得られた「虐待事例あるいは不適切事例」を分析し、虐待を未然に防ぐため
に、また、潜在的な不適切対応を早期に気づき改善するために研修で取り上げるべき事例
を分析し今後の課題を検討した。その結果、「手を引っ張る（身体的虐待）」「交換条件
を出してやらせる（心理的虐待）」等の明らかな虐待事例に加えて、実践現場では「やる
べき適切な対応が不足していた（ネグレクト）」「本人の意思に反した支援を行った（意
思決定支援の欠如）」等が虐待を起こさないために改善すべき事例として課題となってい
ることが明らかになった。 
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近年の動向をみるため 2000 年から 2009 年（第一

期間）、2010 年から 2019 年（第二期間）に分割

して検索した。なおデータは学術専門誌に限定し

た。 

また第一期間については研究フィールドの

NAICS（北米産業分類システム）コードを知ること

ができたため、それについても調査した。  

国内の文献については医学中央雑誌と CiNii を使

用し、両者とも「障害」と「虐待」をかけ合わせ

て文献検索を行った。 

医学中央雑誌においては論文種類を「原著論

文」、「解説」、「総説」、「会議録除く」、

「座談会」、「レター」、「症例検討会」を対象

に第一期間、第二期間を検索した。さらに「障害

者虐待」をキーワードに検索した。なお医学中央

雑誌の方がヒットする論文が多かったため、「強

度行動障害」については医学中央雑誌でのみ検索

した。 

 

【研究②】虐待および不適切事例の分析 

 我が国で障害福祉サービスを提供する社会福

祉法人Ａの約 80 事業所から、障害者虐待研修の

資料として抽出した「不適切事例」124 事例を対

象に分析した。事例の収集に当たっては、各事

業所の虐待防止委員会を中心に管理監督職員と

職員がグループワークを行うなどして抽出した。

事例記入にあたっては、①事業所において普段

の業務の中で不適切な支援と考えられる事例を 2

つについて記載すること、②事例の内容として

は利用者の特性、支援場面、何が不適切えあっ

たか、事業所としては 

どう考えるか（困りごと・悩みごとなど）を求

めた。 

 

 

（倫理面への配慮） 

研究代表者（堀江まゆみ）の所属する白梅学園

大学において、倫理審査委員会に調査研究実施の 

申請を行い、承認された（2018 年 11 月 12 日、

201820 号）。 

 

Ｃ．研究結果 

 

【研究①】文献レビュー 

1) MEDLINE の検索結果を図１に示した。 

 

2) EBSCOhost Research Databases の結果は以下

の通りである。2000-2009 年 

 ヒットしたのは 6066 文献、サブジェクト別に以

下に列挙した。なお研究方法や統計方法について

のサブジェクトや薬物乱用(drug abuse)に関する

項目を除いて 50 件以上ヒットした項目は下記の通

りであった（カッコ内はヒット数）。 

 

mental health services       521 

psychiatric hospitals       389 

mental health           305 

people with mental disabilities     268 

mental illness        227 

medical care           190 

psychiatry           131 

mental health facilities    106 

disabilities         103 

developmental disabilities       100 

mentally ill         95 

learning disabilities     94 

intellectual development disorder    90 

community health services           88 

comorbidity         88 
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mental health laws        79 

personality disorders     73 

schizophrenia         70 

child abuse         65 

patients       60 

public health         60 

rehabilitation centers     59 

epidemiology         57 

diagnosis         53 

mental health policy        53 

cognition disorders        51 

dual diagnosis      50 

  

NAICS（北米産業分類システム）コードは知的障

害者・発達障害者を対象にした居住サービス

（residential intellectual and developmental 

disability facilities）が 24件ともっとも多

く、次に外来における医師を含まないメンタルヘ

ルスサービス機関(offices of mental health 

practitioners (except physicians) )が 18、そ

の他の外来サービス（other individual and 

family services）10、老人と障害者を対象にした

サービス機関（services for the elderly and 

persons with disabilities）6、精神科医の外来

サービス（offices of physicians, mental 

health specialists）5の順であった。 

 

第二期（2010−2019 年）については 12,570 件ヒ

ットし第一期と比較して倍増した。 

サブジェクトについては 

psychiatric hospitals    964 

mental health services    938 

people with mental disabilities    485 

mental health         456 

mental illness     383 

comorbidity         296 

medical care         266 

rehabilitation centers    236 

disabilities         232 

people with mental disabilities      485 

mental health            456 

mental illness            383 

comorbidity                296 

medical care               266 

rehabilitation centers           236 

disabilities                  232 

diagnosis                 178 

health outcome assessment            168 

risk factors                 162 

child abuse                 159 

mental health laws                157 

treatment effectiveness            153 

developmental disabilities          152 

risk assessment             148 

convalescence             130 

mental health facilities            128 

learning disabilities           125 

symptoms                119 

personality disorders            109 

prevention                77 

treatment                66 

 

医学中央雑誌の検索結果については第一期は

1247 件ヒットし、第二期では 2972 件と倍以上の

論文がヒットした。 

CiNii の検索結果では第一期 402 件、第二期が

503 件と漸増にとどまった。 

「障害者虐待」をキーワードとした検索結果は医

学中央雑誌では第一期はわずかに２件であった

が、第二期では 248 件と増加した。しかしながら

原著論文に限ると 23 件しかなく、研究が不十分な

状況である。「強度行動障害」をキーワードにし

た場合はすると第一期は 55 件であった。第二期

165 件と増加していた。 

 

【研究②】虐待および不適切事例の分析 

１）障害者虐待の定義と「不適切対応」の関連 

虐待の定義は、先行研究のおいても、および障

害者虐待防止法においても、以下の 5類型が主だ

ったものである。 

身体的虐待（殴る蹴るなど、身体的な不利益を生

じさせる対応、心理的虐待（怒鳴る嫌な声掛けを

する、など心理的な不利益を生じさせる対応）、

性的虐待（体を触る、性的な行動をする、など性

的な不利益を生じさせる対応）、経済的虐待（金

銭の搾取等、経済的不利益を生じさせる対応）、

ネグレクト（必要な援助を行わない、放置するな

ど、支援の不利益を生じさせる対応）である。 

本研究においては、こうした明らかな虐待を起こ

さず、事前に予防し得る方法や適切な対応生み出
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せるの効果的な研修プログラムの開発が目的とな

っている。このため、研究の方法としては、明ら

かな虐待に至る前段階に存在する「不適切な対

応」に着目することが有効であると考える。「不

適切な対応」とは、障害者虐待防止法における虐

待認定では、明らかな虐待と認定されることは多

くないが、障害のある本人に対しては、少なくて

も何らかの不利益を生じさせる対応であり、広い

意味で虐待と考えるべき対応であると捉える。 

 

２）現在の福祉支援における「不適切対応」の事

例分析 

本研究では、研究を進めるにあたり、現在、どの

ような「不適切対応」が課題となっているかにつ

いて検討することから着手することした。 

ここでは、社会福祉法人Ａの約 80事業所から得

られた 124 事例について、対応行動の特徴から表

１のように分類した。22事例は認知症のみの対象

者であったため分析対象から外し、102 事例を分

析した。それぞれの件数から特徴的な事例を抽出

し表２～表１６に示した。なお、事例の抽出にあ

たって定義した「不適切対応」とは、「事業所あ

るいは支援者が自ら行ってる通常の支援の中で、

『障害者本人に対し何らかの不利益を引きおこし

ている対応。これらの対応を放置することで大き

な虐待対応につながると考える対応』とし、不適

切であるとの判断は事業所あるいは支援者の見方

考え方に任せた。 

    

     

 表１ 不適切対応の内容分類 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３） 「不適切対応」が起こった対象利用者の

障害特性、場面等の特徴 
さらに、不適切対応の事例について、対応の分

類別に、利用者の特性、支援場面、何が不適切

えあったか、事業所としてはどう考えるか（困

りごと・悩みごとなど）の自由記述を分析し

た。表２～表１６までに、それぞれの分類ごと

に代表的な事例を抽出して示した。 
 不適切対応の対象者となった利用者の障害特

性は、今回の調査では「知的障害・発達障害」

のある利用者であることが多かった。虐待事例

の対象者として指摘されてきている「強度行動

障害のある利用者」への支援困難な対応事例に

関する記述は少なかった。 
今回の調査の際には、明らかな虐待事例は速や

かに虐待防止委員会や管理監督者に報告や通報

を行うべきであることを前提にしており、それ

以外の虐待が疑われる不適切な事例を自ら掘り

起こすことを目的として、事例抽出をしたた

め、比較的今まで顕在化していなかった種類の

No 不適切対応の内容分類 件数 
1 【大きな声で、威圧的な言い方をする】 17 
2 【身体拘束・押さえつける】 5 
3 【手をもって～させる・力で制止する】 5 
4 【呼称の問題・ちゃんづけで呼ぶ】 7 
5 【誘導・手首をもって誘導する】 5 
6 【本人の嫌なことなど、プライバシーを守らない】 5 
7 【交換条件を出して、～をやらせる】 5 
8 【クールダウンのために別の部屋へ誘導する】 3 
9 【異性介護、同性介助の問題】 1 
10 【ごまかして、～をやらせる】 3 
11 【食事の介助での不適切な対応】 4 
12 【適切な配慮が不足した対応をしていること】 9 
13 【感覚過敏への適切な対応が不足していること】 1 
14 【本人の意思決定支援が不足した対応・本人の意思を無視した対応】 12 
15 【その他の不適切と考える対応】 20 
 認知症対象者の不適切事例（今回、分析対象外とした） 22 
 合 計  124 
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不適切な事例が集められたから、と考えられ

る。以下、対応の傾向を分析した。 
４）【大きな声で、威圧的な言い方をする】事

例から見た不適切対応事例の特徴 
表２に、抽出した１０事例を示した。「利用者

に指示する際に、大きな声で早口で声をかけ

た」「本人のペースがあるのに、本人の特性を

理解せず、早くしてなどの行動を急かす言葉を

繰り返し言っている」等であった。強い口調、

威圧的な態度を示すなど、利用者にとっては心

理的な虐待を受ける場面であることがわかる。 
 
５）【身体拘束・押さえつける】事例から見た

不適切対応事例の特徴 
表３に、抽出した４事例を示した。「何事にも

興味がある利用者で、施設内を歩いてまわる事

が多い。その為、他利用者から他害を受ける事

が多い。Dルームに戻って頂く事が行動抑制や
不適切な支援にあたるのか」「身体拘束の許可

を得ているが、職員２人がかりで押さえつけ一

度に全部切ってしまおうと無理やり行い、恐怖

心を与えてしまった」等が挙げられた。こうし

た事例も、利用者にとって心理的な虐待を受け

る場面であることがわかる。 
 
６）【手をもって～させる・力で制止する】事

例から見た不適切対応事例の特徴 
表４に、抽出した３事例を示した。「自身では

水分を摂取することが難しい、または行わない

本人に対し、手をもって本人が払いのけないよ

う押さえて飲用してもらう」「手、足、体が汚

れてしまい、清拭やシャワーが必要な時に、嫌

がり応じてもらえなかった時に、誘導等を少し

力を入れて対応してしまうことがある」等があ

げられた。支援の困難さを感じながらも、力で

無理に対応していることの不適切さを支援者自

らが振り返っているが、いずれも利用者にとっ

ては、心理的・身体的な不快さを伴う不利益を

受けていたことがわかる。 
 
７）【呼称の問題・ちゃんづけで呼ぶ】事例か

ら見た不適切対応事例の特徴 
 表５に、抽出した 7事例を示した。「職員が

利用者さんをちゃん付けやあだ名で呼んだり、

くだけた言動をおもしろがって真似することが

あった」「利用者さんへの声掛けが、「～ちゃ

ん」付けになっていたり、ていねいな言葉でな

いタメ口になっている事があった」など、援助

の基本において不適切であることが示された。 
 
８）【誘導・手首をもって誘導する】事例から

見た不適切対応事例の特徴 
表 6に、抽出した 5事例を示した。「移動誘導
の際に、児童と手をつなぐのではなく、手首を

持って誘導する」「安全面を考慮するばかり、

誘導時に手のつなぎ方に対して手首を掴んだ

り、ズボンを掴んだりする」等、援助の基本に

おいて不適切であることが示された。 
 
９）【本人の嫌なことなど、プライバシーを守

らない】事例から見た不適切対応事例の特徴 
 表７に、抽出した 3事例を示した。「尿漏
れ、便漏れの際に大きな声で『おしっこ漏れて

る』等を大きな声で伝え、慌てている」「本人

の排泄に関する情報を他利用児の前で聞こえる

ようにやり取りするのは利用児へのプライバシ

ーの配慮がなく、デリカシーを感じられない支

援である。人権も尊重できていない」等、利用

者にとって不利益な情報を、職員や他の利用者

の前で大きな声で伝えるのか、プライバシーの

尊重の基本において不適切であることが示され

た。 
 
１０）【交換条件を出して、～をやらせる】事

例から見た不適切対応事例の特徴 
表８に、抽出した 5事例を示した。「「言う事
を聞かないと○○できませんよ」といった言葉

がいまだにある。また、強い口調での言葉かけ

も少なからずある」「給食を遊びながら食べた

り、嫌な物を残したり、また外遊びでなかなか

寮に戻らない時など、「そんなことしたら、お

やつあげないよ」「帰らないとごはんあげない

よ」と、交換条件を出したり、人権を奪うよう

な発言をした」等、利用者にとって脅しとして

威圧的な状況を作っていることになり、心理的

な虐待を生じる場面となっていることがわか
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る。 
 
１１）【クールダウンのために別の部屋へ誘導

する】【異性介護、同性介助の問題】【ごまか

して、～をやらせる】【食事の介助での不適切

な対応】事例から見た不適切対応事例の特徴 
 表 9～表１２に、抽出した事例を示した。
「大声を上げたり、他児のものを投げていた際

にクールダウンを図る意味で静かに話せる場所

に誘導したが、本児に説明もなく誘導したこと

が結果として威圧的な感覚を与えてしまったこ

と」「次の行動に移してもらうための、その場

しのぎの声掛け「約束できないこと」等。※そ

の働きかけを「ごまかし」のように感じている

職員が中にはいる」「全介助では、一口量やペ

ース、姿勢が重要となる。その方に一人ひとり

に合わせた介助、また、献立の説明など食事を

楽しく、おいしく、安全に摂取できなければな

らないが、行えていない場面がある」等、援助

の基本において不適切であることが示された。 
 
１２）【適切な配慮が不足した対応をしている

こと】【感覚過敏への適切な対応が不足してい

ること】事例から見た不適切対応事例の特徴 
 表１３、表１４に抽出した事例を示した。

「利用者さんを食堂やトイレに誘導する際、歩

く速度が職員のペースになっており、利用者さ

んには早すぎて足元が不安定になっている」

「ケア前の声かけができていない。重度の障害

がある方に対し、これから何をするのか、どう

いうことが起こるのかなどの説明がないまま行

い、恐怖を感じさせている」等、日常的な生活

場面で適切な支援が不足していることを「不適

切事例」であるとあげていることは、支援者と

して重要な気付きである。こうした不適切な支

援の延長にあるのが大きな虐待（ネグレクト）

であり、適切な支援の不足の気づきの段階から

支援計画を見直していくことが大切である。 
 
１３）【本人の意思決定支援が不足した対応・

本人の意思を無視した対応】事例から見た不適

切対応事例の特徴 
 表１５に、抽出した事例を示した。今回の事

例調査において 12事例／102事例と、比較的多
い件数が報告されていた。「本人の了承を得ず

に、大切なものを捨てること」「本人の意思で

はないにも関わらず、支援者側の都合で個室へ

誘導し、半強制的に過ごしてもらう傾向があっ

た」「意思・意向の確認をせずに支援したり、

支援内容を他利用者の前でしたりするというこ

とは人権軽視、プライバシーへの無配慮、支援

の責任を利用者に帰する発言も支援についての

意識の希薄さや本質を理解しているとは思い難

い言動であると考える」等、本人の意思決定支

援を尊重した支援が不足していることを不適切

対応および虐待事例であると指摘する支援者が

少なくなかった。虐待防止に向けた支援のあり

方を効果的に研修するうえで、重要な視点であ

ることがわかる。 
 
１４）【その他の不適切と考える対応】の中に

ある多様な不適切対応事例の特徴 
表１６には、そのほかにも指摘された不適切事

例があげられていた。「本人はコミュニケーシ

ョンをとろうとしていたと思われるが、相手が

納得されるまでは、時間をかけて応えてやれな

かった」「本人の能力が高いと評価し、何もか

も求めてしまい出来るだろうと決めつける・求

めてしまうことで、ストレスを与え、自信をな

くさせてしまった」「極力話かけず、必要最低

限の日常会話しかしない」等、援助の基本にお

いて不適切であることが示された。 
 
Ｄ．考察 

 

【研究①】文献レビュー 

欧米の障害者虐待の研究は精神科病院、居住

サービス、メンタルヘルスサービス、合併症な

どをテーマにしたものが多い。特に精神科病院

やメンタルヘルスサービスなど精神疾患の患者

の虐待がテーマになることが多いようだ。 
代表的な論文のテーマを概観すると、成人知

的障害者の性的虐待の頻度や心理的影響の調査

(Gil-Llario, Morell-Mengual et al. 2019) 
(Sequeira and Hollins 2003) (Wissink, van 
Vugt et al. 2015)、パートナーによる経済的搾取
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(Kutin, Russell et al. 2017)、触法知的障害者に
おける身体的・心理的虐待の経験(Lindsay, 
Steptoe et al. 2012)、知的障害者の性的被害の
予防(Eastgate, Scheermeyer et al. 2012)、児童
虐待と成人の障害と児童虐待の関係 (Gil, Gama 
et al. 2009)などがある。 
一方、我が国の研究調査の多くがトラウマとそ

の治療に関するものであり、保護者による虐待

がテーマの論文が多い。障害者虐待については

病院や高齢者施設における拘束に関する検討が

いくつかある(佐々木 2018, 山田 2018) (池上, 田
中 et al. 2017)。また強度行動障害における福祉
施設における障害者虐待に関する調査研究は乏

しく、今後の調査・研究が必要である。 
 
【研究②】虐待および不適切事例の分析 
虐待の定義は、身体的虐待、心理的虐待、性的

虐待、経済的虐待、ネグレクトとして明らかな

虐待事例を取り上げることが多い。 
しかし、本研究においては、こうした明らかな

虐待を起こさず、事前に予防し得る方法や適切

な対応を生み出せるの効果的な研修プログラム

の開発が目的となっており、むしろ、明らかな

虐待に至る前段階に存在する「不適切な対応」

に着目することが有効であると考えた。「不適

切な対応」とは、障害者虐待防止法における虐

待認定では、明らかな虐待と認定されることは

多くないが、障害のある本人に対しては、少な

くても何らかの不利益を生じさせる対応であ

り、広い意味で虐待と考えるべき対応であると

捉える。 
抽出された 102事例を分析した結果、「手を引
っ張る（身体的虐待）」「交換条件を出してや

らせる（心理的虐待）」等の明らかな虐待事例

に加えて、実践現場では「やるべき適切な対応

が不足していた（ネグレクト）」「本人の意思

に反した支援を行った（意思決定支援の欠

如）」等が虐待を起こさないために改善すべき

事例として課題となっていることが明らかにな

った。 
 
Ｅ．結論 

本研究班では、障害者虐待防止のために効果

的な研修プログラム及び研修実施マニュアルパ

ッケージの開発を行うことなどを目的とし、研

修プログラムの効果測定と新たな視覚教材・実

施方法の開発などを目指している。本分担報告

では、【研究①】英語と邦語文献のレビューと

とおして障害者虐待についての現在の知見の確

認と今後必要な調査研究について検討した。そ

の結果、我が国では障害者虐待についての調

査・研究が不十分であること明らかになった。

そこで【研究②】として、我が国の社会福祉法

人Ａが運営する障害者事業所から得られた「虐

待事例あるいは不適切事例」を分析し、虐待を

未然に防ぐために、また、潜在的な不適切対応

を早期に気づき改善するために研修で取り上げ

るべき事例を分析し今後の課題を検討した。そ

の結果、「手を引っ張る（身体的虐待）」「交

換条件を出してやらせる（心理的虐待）」等の

明らかな虐待事例に加えて、実践現場では「や

るべき適切な対応が不足していた（ネグレク

ト）」「本人の意思に反した支援を行った（意

思決定支援の欠如）」等が虐待を起こさないた

めに改善すべき事例として課題となっているこ

とが明らかになった。今後、効果的な研修プロ

グラムを検討するうえで重要な視点を得ること

ができた。 
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表２ 【大きな声で、威圧的な言い方をする】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 知的障害 活動中、全般 

利用者さんに指示する際、大きな声で早口で声
を掛けていることがある。また、早くするよ
う、促すことがある。自分が言われていなくて
も、大きな声で早口で言うと、怖い気がすると
思われる。 

利用者さんへの対応については、常に丁寧な、利
用者さん自身に不快な思いをさせないような言葉
使い、態度が必要である。 

2 発達障害 幼児 
朝の会や活動時の着
席する時 

「す・わ・る」は一文字一文字に圧のかかった
言葉のように感じた。「座ります」は丁寧な言
葉に聞こえるが、幼児を言葉だけで座らせよう
としているように感じた。 

コミュニケーション、意思疎通が苦手な幼児であ
る事を認識し、言葉のやりとりだけでなく、座っ
てもらえるようなアクションも必要だと考える。 

3 
知的障害、行動
障害あり。 

全般 
本人のペースがあるのに、本人の特性を理解せ
ず、「早くして」などの行動をせかす言葉を繰
り返し、言っている。A 

職員の都合、事業所の日課に合わせて、支援する
ので、なく、利用者本人主体の支援を行う。利用
者本人が見通しをつけられるよう、分かり易い説
明をしていく必要がある。 

4 

自閉症スペクト
ラム 独り言が
多い こだわり
ある 

施設外就労や地域で
の活動時 

作業中や余暇にかかわらず、大きな声を出して
しまうため、「静かに」「周りに迷惑なのでや
めてください」と言ってしまうが、なかなか収
まらないため、利用者からも強く言われたり、
職員からも「うるさいからやめて」と口調が強
くなってしまうこともあった。 

施設外就労先で大きな声を出すと、先方に来客や
取引業者も居られ迷惑がかかってしまうのではと
考えてしまう。障害特性に配慮して支援を考えて
いるがうまく伝わっていない。 

5 

身体・知的に障
害がありコミュ
ニケーションに
も制限が多い 

日常の支援場面。(支
援者による全介助の
場面が多い)で送迎や
次の活動時間、トイ
レなどの ADL 支援の
場面で時間に押され
支援者の都合で利用
児を急かす、聞かず
に支援してしまうこ
と。 

支援は利用児の主体性や自立を促すものである
のに支援者の都合で急かす、説明せず支援をし
てしまう事は児童の発達や成長の機会を奪って
いると考えられるため不適切である。 

予定を次の支援や活動に押されることは理解でき
るが、そのしわ寄せを利用児童に帰する支援をし
てはならないと考える。事業所でのサービスは利
用児童の主体性、自立心、自尊心を高めていくも
のでなければならないので、修正して支援の質を
高めていきたいと考える 

6 

知的障害や発達
障害など限定せ
ずに生活介護事
業所を利用して
いる全利用者 

事業所利用時間(特に
活動提供時間など事
前に決まったことを
利用者が実施する時)
に利用者特性に無配
慮な口頭指示のみの
声掛けをしてしまう
ことがある。また、
指示を理解できなか
ったり、指示に従え
なかったりすると声
量、音量が増えてし
まっている 

利用者特性に配慮せず、支援者自身の持つツー
ルのみで支援をしてしまい、利用者がそれらの
支援に対応しなければならない状況を作ってし
まっている。アセスメントで得た利用者情報を
基に個別支援計画を立案実施しているにも関わ
らずミスマッチな支援を続けてしまい利用者の
ための支援ではなく、支援者の支援に利用者が
合わせなければいけない状況を作っている。 

アセスメントで得た利用者特性に関わる情報は支
援に反映されるべきであり、支援者の技術であっ
たり、支援の質にかかってきたりするものであ
る。そこを工夫して利用者が成功体験を積みステ
ップアップした時に支援の醍醐味を感じられるの
であり、技術が向上し、質が上がり(支援者の)喜
びも感じられると考えるので、そのループで進め
られるように指導していきたいと考える。 

7 重度知的障害 
ホーム支援中で多忙
な時 

業務多忙で余裕のない時に別の利用者から頼み
ごとをされたり、話しかけたりすると「ちょっ
と待ってて」「後にして」と強い口調で言って
しまう。 

ホームは一人職場であり余裕がなくなる場面があ
る。普段から悩み事を話し合える場をもって改善
出来るようにしていきたい。支援者のガス抜きも
必要。 

8 
発達障害、知的
障害 

・注意しても何度も
同じことをする時・
自分で出来ることを
声掛けし促す時 

・利用児が汚い言葉やちょっかいをだして注意
しても同じことを繰り返した為、威圧的な態度
（こわい顔つき・こわい声等）をとってしまっ
た。・片付け等自分で出来ることを声掛けしし
てもらうが、やってくれないときに威圧的な態
度になってしまう。 

・場所をかえて話しをするが怒った口調になって
しまいがちになる。どう対応していくべきなの
か。 

9 
知的障害
（A1）、自閉症 

毎日の起床時から通
所の見送りまで 

朝起きるのが苦手で声かけをしてもなかなか起
きない。職員が身体を揺らしたり、起こそうと
すると「イヤー」と大声で叫び拒否をする。通
所まで時間がせまってくるので、世話人もイラ
イラして強い口調で声かけをしたり、通所の車
に乗り遅れたら自分で歩いて通所するように等
の強要のような言葉を発してしまった。 

本人は朝起きるのが苦手であるが、時計をたまに
見て時間を確認している。本人的には自分のペー
スで動きたい様子で朝食を終えて、歯磨きが終わ
るころに通所の迎えの車が来て車に乗りたいと思
われ、時間調整をしているようにも思われる。 

10 
知的障害 女性 
53 歳 

支援中に利用者の方
が「帰りたい」と言
った時、強い口調で
「いつも同じ時間や
から分かっているや
ろ」と支援員が返し
ている時 

強い口調で話している 「帰りたい」と言って
いる利用者の方への説明不足 

穏やかな口調で本人に分かるように何度でも説明
をしていく。状態がソワソワしてくるので、事前
に伝えてもよいのではないか。 
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表３ 【身体拘束・押さえつける】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 多動   

何事にも興味がある利用者で、施設内を歩いて
まわる事が多い。その為、他利用者から他害を
受ける事が多い。Dルームに戻って頂く事が行動
抑制や不適切な支援にあたるのか。 

音楽やビデオ鑑賞、職員が側に座って関わるよう
にしているが、すぐに関心が無くなり興味のある
玄関先などに歩いて行ってしまう。事業所として
は、行動を抑制したくないと考えている。 

2 

聾唖。言葉での
コミュニケーシ
ョンはとれない
が簡単な事なら
ジェスチャーで
伝わる。恐怖心
が強い。自分の
してほしくない
時はその場から
離れたり手で押
しのけたりす
る。 

ホーム・作業所内で
の爪切り 

身体拘束の許可を得ているが、職員２人がかり
で押さえつけ一度に全部切ってしまおうと無理
やり行い、恐怖心を与えてしまった。 

恐怖心を与えないようにするにはどのようにすれ
ば良いのか話し合うことが必要だった。一度に切
る事を止め少し切っては終わるを繰り返すことで
恐怖心が弱くなり最近では少しの時間ではあるが
手や足を出し職員一人で切る事が出来るようにな
った。 

3 
強度行動障害の
利用者 

利用者が興奮した際 
利用者が興奮し状態が悪化する前に、居室で過
ごして頂いている。（他利用者からの刺激がな
いよう） 

利用者が興奮し不穏状態になると、自身や他利用
者を傷つける可能性が高くなるため、その直前に
居室で過ごしてもらっている。夜勤時などは職員
数も少ない事もあり、マンツーマンでの対応が出
来ない。 

4 

30 代 男性 B2 
情緒不安定とな
る事がある。           
職員に対し、攻
撃的になること
がある。 

日中活動中職員 1名
で対応していたとこ
ろ、椅子を投げる、
殴りかかる等の行為
があった。周囲の利
用者がケガをしてし
まう可能性があり、
手をつかみ制止し
た。 

手をつかみ、制止してしまったこと。身体拘束
の同意書がとれていない事。※本人の了承を得
られない、本人がサイン拒否する、親族がいな
い等、現時点で同意書はとれていない。 

①  本人が同意を拒否する場合の同意書のとり
方。   利用者の方によって不安定行為が月 1
回程度ある人や 1年に 1 回あるかどうかの方がい
る。みのり園を利用している方のほとんどの人が
同様の状況になる可能性を持っており、全員に同
意書を得る必要があるのか？ 

     

表４ 【手をもって～させる・力で制止する】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 
レット症候群 
知的・身体障害 

自身では水分を摂取
することが難しい、
または行わない本人
に対し、手をもって
本人が払いのけない
よう押さえて飲用し
てもらう。 

飲まないからといって、手を押さえつけて飲ん
でもらうという行為。（自宅でもその飲ませ方
であるとのこと。） 

決して、良い支援とは言えないがらも、水分不足
を考えれば、それ以外の方法が見つからず、現時
点では方法を模索中であり、保護者とも情報共有
しながら、本人にとってのベストを見つける。 

2 重度知的障害 
手や体が汚れてしま
った利用者への対応 

手、足、体が汚れてしまい、清拭やシャワーが
必要な時に、嫌がり応じてもらえなかった時
に、誘導等を少し力を入れて対応してしまうこ
とがある。 

排泄等を触ってしまう方については、清潔でいら
れるようすぐに対応しているが、拒否する場合
は、やや強引な対応になってしまうため周囲には
どう写るかが心配である。 

3 

〇軽度知的で、
喧嘩早く、腹が
立つとすぐに手
を出してしま
う。自分の否を
認めにくい。 

〇児童間の喧嘩場面 
〇児童同士で喧嘩をしているとき、声だけの注
意では聞かず、手足を掴む、身体押さえて、力
で制止した。 

〇力で制止しなければ、怪我をすする可能性があ
るので、仕方ない行動であると考えるが、寮とし
ては、このような場面では、必ず複数で対応し、
その場から引き離すなどの統一した支援が必要で
あると考える。 
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表５ 【呼称の問題・ちゃんづけで呼ぶ】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 
知的 男性・女
性 

日常的 名字でよばず「～ちゃん」と呼んでしまう。 
気持ちよく、落ち着いて過ごしてもらえるように
ていねいな言葉掛けをしていきたい。 

2 知的障害 ホーム常駐時など 
ホームで利用者の方達と話している時につられ
て、利用者の名前を「ちゃん」などと呼んでし
まう。 

呼称の徹底は、数年前から注意しているが、以前
の習慣からかとっさに呼んでしまうことがある。
下の名前で呼ぶことが癖になっていて、ついつい
呼んでしまう。 

3 知的障害 面会時や訪問時等 
自分より年下の（20 代前半ぐらい）利用者さん
に対し、「くん」「ちゃん」つけをしてしまっ
た。 

どんな場面でも「さん」付けをてっていする。 

4 
言葉の理解のあ
る（軽度）児童
※特に年長児 

関わる全ての時間に
おいて 

職員が利用者さんをちゃん付けやあだ名で呼ん
だり、くだけた言動をおもしろがって真似する
ことがあった。 

子どもに関わらず、利用者さんは職員の言動をよ
く見ている為、常に言葉遣いや態度に気をつけて
支援する必要がある。一方で、言葉遣いや態度を
気にしてしまうあまり、よそよそしなくなったり
他人行儀になってしまう人やユーモアを発揮でき
ない人もいる。職員のバランス感覚が必要であ
る。 

5 知的障害 
事業所内での活動支
援中 

「○○さん」と声掛けをせずに、ついあだ名で
声掛けしてしまう 

きちんとした呼称で呼ぶことに利用者との距離感
を感じてしまう。頭では分かっているが、つい呼
んでしまう。 

6 
知的障害、おっ
とりした、おと
なしいめの方  

利用者さんへの声掛
けが不適切 

利用者さんへの声掛けが、「～ちゃん」付けに
なっていたり、ていねいな言葉でないタメ口に
なっている事があった。 

～さん付けの徹底、常に丁寧な言葉で接する様に
言われているのに、改善されていない。他の人か
ら、陽はどんな支援をしているのかと思われそう
で、不安である。 

7 
知的、肢体、発
達 など 

名前を呼ぶ際 

高等部児童に対し、慣れ親しんだあだ名（～ち
ゃん）で呼んでしまうことが時折ある。（以前
よりも意識・改善は出来てきているが、とっさ
の場合などについ出てしまう。） 

とっさの場合であっても適切な呼称が出来るよ
う、その方の将来のことを考えること、引き続き
意識を持つことが必要。 

     

表６ 【誘導・手首をもって誘導する】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 
知的障害・自閉
症 

外出時 誘導時 
移動誘導の際に、児童と手をつなぐのではな
く、手首を持って誘導する。 

手をつなぐということは、お互いを認め合う、分
かり合う、心をつなぐ第一歩だと考える。一方的
に支援者が児童の手首を掴み連れて行くのは悪く
言えば「連行」である。また、手をつなげられな
い理由が「児童の手が汚れているから」だとする
とそれは明らかな人権侵害である。手が汚れてい
るなら、きれいな状態にする、きれいに手洗いが
できるよう指導するのが支援者の役目である。 

2 
男性 知的障害 
強度行動障害 

散歩・誘導時 
安全面を考慮するばかり、誘導時に手のつなぎ
方に対して手首を掴んだり、ズボンを掴んだり
する。 

全員で介助の在り方について共有化を図り、マニ
ュアルを作成した。手を繋ぐ、肩に手を置きやさ
しく誘導する等。 

3 
自閉症の児童
(男子) 

以前勤務していた児
童デイサービスで１
対１の支援場面 

多動の利用者で一瞬目を離したすきに、走って
行方不明になることが頻発していた。そのた
め、走られそうになった時に思わず、服をつか
んで制止してしまった。 

常にそばにいて、職員は 2名体制で支援すればよ
かった。またテーブル、ロッカーを足場にして高
い窓から飛び出る行為があったので、最初から室
内に置かないなどの対応をする。 

4 
ダウン症 知的
にも重度 

トイレに向かう際や
乗車・降車誘導をす
る際、児童が粗暴行
為をとった際など 

トイレへ向かう際や降車する際などに、時折拒
否をして長時間頑なに動かない場合に手を引い
てしまったり、周囲への危険行為を行おうとし
た場合に制止する為強めに身体の向きを変えよ
うと誘導してしまったりした。 

時間や体制等に余裕のある場合は、児童のタイミ
ングで動き出すのを待ちゆっくりと関わることが
出来ているが、送迎時や危険行為を行う時などに
はそれが難しい場合もあり、悩んでいる。また誘
導する際は基本的には背後に手を回したりして対
応することが出来ているが、児童が興奮状態にあ
る際や頑なになっている際は力も大変強く、対応
する職員がケガをすることも多々あり、そういっ
た場合の対応についても検討中である。 

5 
同一性の保持 
物へのこだわり
が強い 

活動時間 
動き出したり、立ち上がろうとすると椅子に座
るように誘導する 

突発的な他害や物（紙を破る、他者の服、襟を破
ったり、持ち物を壊す）を壊してしまうことが多
く、動きが素早く力が強いため、いったん始まる
と制止ができなくなってしまう。もっと自由にみ
んなとうまくやっていければいいと思う。 
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表７ 【本人の嫌なことなど、プライバシーを守らない】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 知的障害 
職員同士の申し送
り、情報共有 

障害の重たい人の前で職員同士の情報共有をし
てしまう 

プライバシー保護がなされていない不適切な行為
になるので、情報共有は利用者さんのいない所で
行うようにする 

2 重症心身障害者 排泄介助時 
尿漏れ、便漏れの際に大きな声で「おしっこ漏
れてる」等を大きな声で伝え、慌てている。 

プライバシーに関することでもあり、大きな声で
情報共有するべきではない。周囲に声が漏れる事
のないような対応が必要である。 

3 

身体・知的に障
害がありコミュ
ニケーションに
も制限が多い 

トイレやおむつ交換
の場面で他児に聞こ
えるようにあり・な
しのやり取りをする 

本人の排泄に関する情報を他利用児の前で聞こ
えるようにやり取りするのは利用児へのプライ
バシーの配慮がなく、デリカシーを感じられな
い支援である。人権も尊重できていない 

気にしていない、気づいていない、わかっていな
いという思い込みや奢りがあると思われる。人権
を尊重し、プライバシーへの配慮は最大限なされ
るべきであり良い方法で支援していきたい 

     

表８ 【交換条件を出して、～をやらせる】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 
知的障害・自閉
症 

児童が言う事を聞か
ない時 

「言う事を聞かないと○○できませんよ」とい
った言葉がいまだにある。また、強い口調での
言葉かけも少なからずある。 

そもそも児童が「言う事を聞かない時」の児童の
気持ちに寄り添う事を怠っているから児童の行動
が改善されないのではないか。なぜ、そのような
行動になっているのか、児童がどのように考えて
いるのかという事に向き合うことが必要である。 

2 知的障害 

活動支援中などに何
度も同じ質問などを
繰り返し話してくる
時 

何度も同じ質問を繰り返してきた時、「そんな
ことばかり言ってると、（例）運動会に出れな
くなるよ」と楽しみにしていることを引き合い
にだし、同じ質問をしないように交換条件のよ
うなことを言ってしまう。 

上手に対応する術がわからず、つい楽に話を切り
上げようとして対応してしまう。個々の特性に対
した適切な対応が共有できていない。 

3 

〇注意散漫、人
にやさしい。ど
うにもならない
ときの切り替え
がしにくい。テ
ンションが上が
ると押さえら得
ない手加減が分
からない。感情
の生理がしにく
い。 

〇生活支援の場面
（給食時・寮外での
遊びなど） 

〇給食を遊びながら食べたり、嫌な物を残した
り、また外遊びでなかなか寮に戻らない時な
ど、「そんなことしたら、おやつあげないよ」
「帰らないとごはんあげないよ」と、交換条件
を出したり、人権を奪うような発言をした。 

〇交換条件で解決しようとするのではなく、もっ
と食が進むような適切な声かけや、児童の「食べ
たくない・帰りたくない」という思いにもっと耳
を傾けることが大事である。職員間の指導の統一
が必要であると考える。 

4 
知的障害、こだ
わりが強い 

起床から食事、通所
準備等 

生活の流れがスムーズにいかないため、交換条
件を出してしまう。例：一週間日中活動先に休
まず行けたらジュースを買える、休んだら土、
日のおやつは買わない等 

起床時間を早めたり、いろいろなやり取りを試み
るが、結局はこだわりが強く生活の流れがスムー
ズに行かない。休む日が多くなり困っている。 

5 
発達障害、知的
障害 

食事（給食時）の対
応について 

・「食べなかったら○○行けんで」「これ食べ
たら○○行けるよ」・「いらん」と食事を食べ
ない（お腹がいっぱいなのか、ただ食べたくな
いだけなのか）児童に対し、「これ食べなよ」
と理由聞くことなく食べさせていた。 

・どのように声掛けをして食べてもらうか。・食
事の配膳時に食事量の少ない児童ははじめから少
なくしておくのか。嫌いなものは取り除いておく
のか。 

     

表９ 【クールダウンのために別の部屋へ誘導する】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 

人との関わりが
好きであるが、
言葉が上手く出
ず（本人は話せ
ているつもり）
トラブルになっ
たりパニックに
なる。納得いか
ない時は大声で
泣くことがあ
る。 

活動中、集団の場 

大声を上げたり、他児のものを投げていた際に
クールダウンを図る意味で静かに話せる場所に
誘導したが、本児に説明もなく誘導したことが
結果として威圧的な感覚を与えてしまったこ
と。 

本人の特性に合わせたクールダウンの方法や子ど
も達に威圧感な雰囲気を感じさせない支援を心掛
ける必要性を感じました。 
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表１０ 【異性介護、同性介助の問題】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 知的障がい 棟内支援について 

対象児(2 名)は小学 2年生男児・幼稚園年長児で
ある。男子棟での対応が望ましいと思っている
が、女子棟での対応の為、排泄等の同性介助が
実施出来ていない。 

異性が同じ棟にいる事で、トイレや入浴、衣類汚
染などで全裸になり異性の体を見る事がある。中
高生に性教育もしているが、性的興味で関わりを
持ち、抵抗出来ない状況がある。 

     

表１１ 【ごまかして、～をやらせる】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 

知的障害。高齢
に伴い、体力・
意欲の低下が見
られ、事業所で
は殆どベッドに
横になって過ご
している。本人
の意に反するこ
と（活動やトイ
レ誘導等）に対
して、暴言や他
害が確認される
こともある。 

活動・生活支援の場
面での誘導時 

次の行動に移してもらうための、その場しのぎ
の声掛け「約束できないこと」等。※その働き
かけを「ごまかし」のように感じている職員が
中にはいる。 

活動や行事は参加すれば楽しめる方なので、誘導
時には働きかける職員を変えるなど、何とか参加
してもらおうと職員も一生懸命になっている。
「ごまかし」ではなく、本人が納得できるような
スムーズな誘導方法はないか？困っている。 

2 
精神障害（自律
神経失調症） 

定期的な面談中 
利用者の質問に対して曖昧な返答をしてしまい
利用者に不快な思いをさせてしまった。 

もっとチームで支援を行っているという意識を持
ち長くいる職員に助言を求めてから返答すべきで
あった。 

3 

ダウン症、発語
や応答がほぼな
く、自分の意思
を伝えることが
難しい 

日中活動 
ゆったり座ったまま、または寝転んでいるのが
落ち着いている（ように見える）ので、活動の
ほんの一部しか提供しないこと。 

利用者（人ひとり、必ず意思があることを心に留
め、意思を表出できるような関わり、取り組みを
行い、本人の希望に沿った活動を提供できるよう
にしたい。意思を伝えることが難しい利用者との
関わりや、他の事業所での取り組みが知りたいで
す。 

     

表１２ 【食事の介助での不適切な対応】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 
自閉症・強い偏
食 

食事場面 

麺類しか摂取せず、体重が激減したため色々試
みるが効果無く、当面体重の回復（とにかく食
べてもらう）を目標に、毎日唯一口にする麺類
を主食として提供する。また夜食にカップ麺の
提供をしている。 

利用者の生育歴などを振り返ると、２，３年前ま
では何でも食べており、食べなくなった原因が分
からず困っている。また健康に害がないか心配だ
が、次の方法が見いだせず悩んでいる。 

2 

咀嚼せずに丸飲
みする傾向があ
る。かき込んで
食べる事が多
い。気分の変化
により興奮する
事がある。 

食事場面（かきこん
で食べる事が見られ
た為、ゆっくり食べ
るように声かけする
と急に大声を出し始
めた。） 

視界に入っていない所から声をかけた事、いき
なり声をかけた事、本人のペースを考えずに声
をかけた事、が考えられる。 

今の食べ方では、窒息の可能性もある為、声かけ
は必要であるが、そのタイミングが難しい。（本
人の状態を見ながら、声かけ出来ない時でも見守
りは必ず行う。） 

3 

発達障害 場面
の切り替えが苦
手  多飲傾向 
今何をするのか
わからないと不
安 

活動時間 

ペットボトルに５～６本家庭よりお茶を持参し
ているが午前中に３本程度手渡すとすぐにすべ
て飲み干してしまう。午後から残りの分を渡し
ているが、間隔が長く飲みたいのを我慢させす
ぎていないか。 

水分摂取の過多の心配。もっと小分けに手渡して
いければいいと思うが、こまめに出している際、
本人が置き場所に気付くと、扉を壊してでも取り
出しすべて飲んでしまう。もっと均等に摂取でき
ればいいと思う 

4 

重度の知的・身
体的障害があり
意思疎通が困難
な利用者 

食事介助 

全介助では、一口量やペース、姿勢が重要とな
る。その方に一人ひとりに合わせた介助、ま
た、献立の説明など食事を楽しく、おいしく、
安全に摂取できなければならないが、行えてい
ない場面がある。 

時間的にはゆっくりと介助できるよう業務手順の
変更などの工夫を行っているが、早く介助しよう
とする傾向がなくならない。食事が、楽しみであ
ること、栄養摂取、機能訓練の機会と同時に、生
命にかかわるという重要性を理解していても、介
助場面にいかせられていない。 
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表１３ 【適切な配慮が不足した対応をしていること】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 

穏やかであり、
仕事を休まない
真面目な性格。
ただ、自分の思
いを伝えること
が苦手な一面を
持つ。 

クリーニング作業
中。 

今年の猛暑により工場内の温度は平均４５度と
いう暑さに見舞われていた。そんな中で熱中症
に近い症状があり、帰宅することがあった。水
分摂取のチェック表を作成していたが具体的な
ものではなく、本人は適量の水分を摂取するこ
とができていなかった。 

本人の障害特性について理解していたにもかかわ
らず、具体的な対策（水分量や頻度、声掛けの方
法など）をとっていなかったため、今後は具体的
な支援を実施していくこととした。 

2 
自閉症の女性
(成人) 

以前勤務していた入
所施設での余暇の時
間帯 

夜、女性利用者が他の人に粗暴行為あり。職員
にも殴る蹴るで興奮状態。場面を変えるため
に、自室に誘導したが、ドアを閉める時に指を
詰めて骨折してしまった。 

興奮している時に無理に誘導するのでなく、落ち
着くまで自分(職員)が、そばについていれば良か
った。 

3 
脳性麻痺 （ど
うにか歩行がで
きる） 

食堂への誘導など、
自力で歩いて移動す
る場面 

利用者さんを食堂やトイレに誘導する際、歩く
速度が職員のペースになっており、利用者さん
には早すぎて足元が不安定になっている。 

不自由かつ不安定な身体で歩いておられる利用者
さんに対し、配慮が欠けている。また、それを見
た職員も注意できない、あるいは気付かないこと
があるようなので、もっと声を掛け合えるチーム
になる必要がある。 

4 脳性麻痺 
日中すべての場面に
おいて 

5 分、10 分おきにトイレに行きたいと大声をだ
し職員を呼ぶ。職員もその都度対応できないの
でそのまま声を出し続けていることが多い。そ
のことで他の利用者にも迷惑になる。 

トイレの対応としては本人の膀胱の容量も多きた
め 1時間おきにトイレに行くことを本人と決めた
がなかなか受け入れてもらえない。（実際職員は
40 分から 50 分おきにトイレ介助を行っている）ま
た、トイレでも声を出し続ける。職員がそばにい
ると静かである。外出時は全くそのような事はな
い。 

5 
自閉症、愛着障
害 

自由時間 

壁に頭を打ち付けるという激しい自傷行為があ
るが、止めてしまうと、また一からやり始める
ため、止めることができず、結果見守るだけに
なってしまっている。 頭を裂傷することもあ
る。 

自傷に至る原因が明確でないため、対応策が見つ
からない。また、愛着障害であるが、職員がどの
ような対応をして良いか知識不足である。 

6 

重度の知的・身
体的障害があり
意思疎通が困難
な利用者 

座位保持装置への移
乗時や排泄介助（お
むつ交換）などのケ
ア時に声をかけずに
行う 

ケア前の声かけができていない。重度の障害が
ある方に対し、これから何をするのか、どうい
うことが起こるのかなどの説明がないまま行
い、恐怖を感じさせている。 

職員への働きかけの方法（研修以外で）棟目標に
あげ改善を目指すが、統一した支援に繋がってい
ない。 

7 

突然、表情が険
しくなり、物を
投げたり壊した
りする。 

食堂でハンドソープ
や消毒液を投げる。 

少し強引に食堂から離れてもらうと、その後も
投げようとする。 

ダミーの容器は投げないので、職員の反応をみる
ための注目行動ではないか。どのように対応した
らいいのか悩んでいる。 

8 自閉傾向 

丁寧な作業はできる
が、ひとつひとつの
作業に時間がかかっ
てしまう。 

本人の強み（ストレングス）を適切に見極めた
うえでの作業ができていない。現在のところ適
した作業内容を見つけることが出来ていない。 

作業の流れとして、どの作業でも一定の作業スピ
ードが必要である。個人の適正に沿った作業の提
供を心掛けているが、提供できる作業内容に限界
がある。 

9 

マイペースで行
動に移るのに時
間がかかる。又
は、職員からの
声掛けを持って
いる事が多い。 

昼食時 
食事を摂るのに時間がかかっており、その際、
利用者に対する声掛け（言葉遣い）が不適切で
あった。 

声掛け（言葉遣い）を改善する。本人が理解し行
動に移すことが出来るように提示や伝え方を検討
する。障害特性をきちんと理解する。 

     

表１４ 【感覚過敏への適切な対応が不足していること】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 自閉症 
活動参加を促す声掛
け 

聴覚過敏だとわかっているのに、職員の都合で
言葉で伝えた為、情緒を乱し、大声をだして、
廊下へ走り出したり、自傷行為で自分の指を噛
み、本人にストレスを与えてしまった。 

職員一人一人が自閉症の方の特徴を把握し、絵カ
ードを携帯しながら、活動に合ったカードを提示
していく。絵カード、写真カードでの指示を徹底
する。 
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表１５ 【本人の意思決定支援が不足した対応・本人の意思を無視した対応】 

  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 

30 代 男性 B1 
知的障害 収集
癖 自閉傾向で
拘りが強い 

居室清掃の際 収集物（雑誌の切れ端等）の処分方法 
説明を行い、承諾を得て、処分しているが、本人
はあまり納得している様子ではない場合がある 

2 

４０代 男性 
ダウン症 A2 
人・物・行動に
こだわりが強
い。他者と同様
の行動をするこ
とが苦手であ
る。草を集める
のが好きで、園
内ではよく草
（花が付いてい
るもの）を集
め、居室の外に
置いている。 

好きで集めている草
が腐ってきている
為、捨てるように声
掛けを行なうが嫌が
る。臭い等もする
為、本人の了承を得
ずに捨てた。 

本人の了承を得ずに、大切なものを捨てるこ
と。 

大切（好きなもの）との認識はあるが、衛生面等
を考えた時に、ずっと保管しておけない。また、
量も多くなってきて置く場所が無くなってくる
為、定期的に整理する必要がある。この方以外に
も、物を整理出来ない利用者は多くいる為、同様
のケースが考えられる。 

3 

左脳出血・右脳
出血。両下肢・
右上肢機能全
廃。発語は可能
であるが聞き取
りにくいためジ
ェスチャーと文
字盤使用。経口
摂取はできず胃
ろうにて注入
食。誤嚥性肺炎
になりやすい。 

夜間帯での居室のコ
ール対応。 

コールを押しても誰も来てくれず。50 分程待た
された。その間、6回コールを押しても反応な
く、7回目のコールでやっと職員が来た。 
男子棟職員 2名のうち、1名の PHS は充電中で
PHS を不携帯であった。もう 1名は PHS を持って
いたが自分の思い込みから着信履歴を確認せず
別の利用者からのコールと思ってしまってい
た。 

＜利用者の気持ち＞ 
・何回もコールを押しているのに何の返答もな
く、無視されているのかと思い不安が募って興奮
状態になった。・コールには、すぐ対応してくれ
ないと緊急時にどうなるのか不安である。 
・職員は利用者の立場に立った支援ができていな
かった。 
＜職員の対応＞ 
・PHS の充電中、自分が PHS を携帯していないこと
を他の職員に伝えておらず、コール対応が遅れ
た。・コールが鳴っているのに思い込みから着信
履歴を確認せず対応が遅れた。 
・職員どうしの声掛け連携が出来ていなかった。 
・男子棟職員だけでなく、女子棟職員や看護師と
も声を掛け合い、勤務者全員で素早く対応するこ
とが必要であった。 

4 
自閉症、てんか
ん 

（他者に抱きついた
り、女性トイレへ入
っていったり）動き
回るが為、に個室へ
誘導し、過ごしても
らう事がある。 

本人の意思ではないにも関わらず、支援者側の
都合で個室へ誘導し、半強制的に過ごしてもら
う傾向があった。 

本人らしさが欠けているように思われる。その
為、できる限り、本人の意思を組み取り、（支援
者の都合ではない）本人の過ごし方をしてもらえ
るよう環境等々、工夫していく。 

5 

知的障害。GH に
居住。障害年金
受給 いつも
「生活費が足り
ない。何とかし
て欲しい」と言
っている。 

5 万円の指輪を購入
したことを相談され
た時。 

「こんなことをしたら、後で困りますね」と助
言した。支援者の価値観や失敗させたくないと
いう思いで、そういった発言をしてしまったこ
とが不適切。 

自分の価値観で決めつける事や諦めさせる事等は
人権侵害になる。人はそれぞれ違うという事を認
め合ってこそ「人権」と言うことと捉え、本人の
意思決定支援に当たらないといけない。 

6 

知的障害 自己
評価が高く、何
か不都合がある
と周囲に原因を
転嫁する。 

すべての場面 

作業への意欲が続かず、様々なアプローチを行
ったが、続かない。感情が爆発し、粗暴になる
ため少し距離を持っていたが、もっと話を聴い
たりする時間が取ればよかった。本人は拒否し
ていたため、アプローチをかけるタイミングが
遅れてしまうこともあり、気持ちの聞き取りが
不十分だったのかもしれない。 

本人に気持ちの聞き取りを行った際には、原因は
職員にあると、いって興奮してしまうこともあ
り、発展的な話ができなくなった。また、一般就
労を希望していたため、職業センターと連携をと
り本人研修も取り組んだものの、当日休んでしま
い継続できなくなった。 

7 

重度の身体(座
位保持装置付車
椅子使用)、知
的障害重複して
いる。 

ADL 場面(食事・排泄
処理・更衣)で本人の
意思や意向を確認せ
ずに支援をしてしま
う。排泄の有無の確
認などを他利用者の
居る前でしてしま
う。 

支援を本人の責任に帰する声掛けをする(利用者
さんのせいで支援しないといけなくなった) 
 
意思・意向の確認をせずに支援したり、支援内
容を他利用者の前でしたりするということは人
権軽視、プライバシーへの無配慮、支援の責任
を利用者に帰する発言も支援についての意識の
希薄さや本質を理解しているとは思い難い言動
であると考える。 

利用者の理解や認知がどの程度のものであるかに
関わらず支援に際しては意思・意向を確認したり
プライバシーに配慮したりする事は当然であり、
まして支援の原因を利用者に帰する発言をするこ
とはあってはならないと考える。 
 
ADL 全介助であり、発語も限定的、認知理解もどこ
まで理解できているのかバラつきが多い。 

8 
自身で脱衣が出
来ない利用者 

入浴の際の脱衣の場
面 

入浴時、声掛けや利用者の了承を得ず、ズボン
や下着を脱衣してしまっている。 

入浴については、脱衣場が混雑しない様に絵カー
ドを使い順番に入浴して頂いている。職員の配慮
が不足している。 

9 知的障害 ホーム 
利用者から同じ話を何度も聞かされた時に無視
をしてしまったことがある。 

利用者は関わりを求めて話しかけてくと思われる
ので、支援者側から利用者の興味ありそうな話か
けをしてみてはどうか。利用者に興味を持つこと
が大切。 
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表１６ 【その他の不適切と考える対応】 
  利用者の特性 支援場面 不適切な対応 どう考えるか 

1 知的障害 

医務室に来て必要以
上に職員の名前を呼
び続けている特の対
応 

本人はコミュニケーションをとろうとしていた
と思われるが、相手が納得されるまでは、時間
をかけて応えてやれなかった。 

拘りが強く、過度のコミュニケーションを求めて
くる方である。正しいこと間違っていることも理
解して欲しいので、見極めが難しい。 

2 重症心身障害者 朝の会、活動時 
利用者の側にはいるが何もしない（一緒に歌を
歌ったり手拍子もしない）。横に座っているだ
け。 

利用者と一緒に活動に参加することで、楽しみを
共有するべきである。 

3 

自閉症・他害行
為あり 発達年
齢も２～３歳く
らい。愛着形成
にも課題がある
とみている。 

全般 
事例利用者の対応が優先となり、結果的に他の
利用者の行動が制限される場面がある。 

要求が通らない場合に他害行為に到るケースが多
く、リスク軽減のため、事例利用者の対応を優先
している。改善に向けて支援方法を試行錯誤して
いる段階。また、母親との良好な関係性が築けて
いない為、支援についても具体的に進めることが
困難な状態。 

4 

能力は高いが精
神的に未熟なの
で甘えたい・構
って欲しい気も
ちがある。色ん
なことを話して
くれるが本当の
自分の思いを伝
えることが苦手 

ホーム生活の場（片
付け・身だしなみ・
洗濯・入浴等） 

本人の能力が高いと評価し、何もかも求めてし
まい出来るだろうと決めつける・求めてしまう
ことで、ストレスを与え、自信をなくさせてし
まった。 

本人とのコミュニケーションをしっかりととり、
自覚を促していけるような支援が必要。支援員と
世話人とが話し合って本人の能力を理解し、共通
認識を持つようにする。 

5 
ホーム利用者全
員に対して（知
的障害・精神） 

休日の常駐で支援員
がホームに入った
時、利用者から一斉
に色々な事を話さ
れ、「ちょっと待っ
て」と声掛けし他の
利用者支援をした後
忘れてそのままにな
っている。 

利用者を待たせたまま放置してしまった。支援
者都合の支援 

落ち着いている時に時間を取りながら一人一人話
を聞いていく。「ちょっと待ってね」と言った利
用者には忘れずに対応する事を心掛けて行く。 

6 知的障害 
本人との会話（通院
等外出の予定を聞か
れた際） 

外出の予定を聞かれた際、その場で答えられず
「決まってしまったから伝えます。」と返事を
してしまった。(いつと答えられなかった事が不
安を与えてしまったのではないだろうか。) 

「いつ〇〇ができるか？」等の問いかけにすぐに
答えられない場合は、予定がはっきりしていなく
ても「いつなら返事できるか」等を伝える等で、
少しでも安心してもらえるよう声かけする。 

7 知的障害 ゲーム使用時 
利用者がゲームを使用する際、時間の設定や場
所についてのマニュアルを作成し使用して頂い
ている。 

ゲーム機の貸し借りや紛失、故障があるため時間
の設定や場所について取り決めをしている。好き
な時間・場所で使用したいと話す利用者もいる。
紛失・故障した時に責任の所在が誰になるのかが
難しい。 

8 

知的障害。自分
の思い通り、気
に入らないこと
があれば甲高い
声で泣き叫ぶ。 

 日常生活の場 
 極力話かけず、必要最低限の日常会話しかし
ない。 

甲高い声で泣いた際、他の利用者が不穏になるた
め、必要最低限の会話しかしていない。普通に会
話をしたいがスイッチが入るきっかけがわからな
い。 

9 

知的障害・身体
障害（車椅子利
用で歩行が難し
い） 

就寝前の更衣後 

更衣を済ませた後、見守りが十分にできない
（居室から這い出てきたり立ち上がったりす
る）との理由で、再び車椅子に乗ってもらい消
灯前まで過ごす。見守りの体制ができれば、車
椅子から降りてゆっくり過ごせると思う。 

安全を確保しようとするために、必要以上に車椅
子に乗ってもらうことは、自由に乗り降りができ
ない利用者に対し身体拘束をしていると考えられ
る。 

10 

知的障害、他害
行為（噛み付
き、叩く）があ
る 

自由時間 
本人が不穏になり、不適応行動があった時の対
応が見守り、制止のみの対応しかできていな
い。 

本人の希望や興味のあること（草刈り等）を職員
と一緒に行っても、その後、他害行為が見られる
ことがある。自由時間の他害行為については、突
発的な時と注目行動だと思われる時もある。他害
行為が本人の何かしらの訴えであったとしても、
その答えを長い間見つけることができないでい
る。 

 



21 
 

平成 30年度 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

「障害者虐待防止研修の効果的なプログラム開発のための研究」 
分担研究報告書 

 

施設内虐待の防止に向けた調査と研修の組み立てに関する研究 
 

     研究分担者 曽根直樹（日本社会事業大学福祉マネジメント研究科 准教授）  
 

 

Ａ. 研究目的 

 障害者福祉施設及び障害福祉サービス事業所

（以下、障害者福祉施設等）という。）における

障害者虐待防止の取り組みの実態を調査し、その

結果に基づいて、厚生労働省の委託事業による

「障害者虐待防止・権利擁護指導者養成研修」の

障害者福祉施設従事者による障害者虐待防止のプ

ログラムを、より効果的に行うことができるよう

見直すことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．方法 

障害者福祉施設等で行われている虐待防止策に 

ついて往復はがきによる質問紙調査を実施した。 

２．調査対象 

全国の障害者福祉施設等の中から、厚生労働省 

が公表した「平成２９年度『障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法律』に

基づく対応状況等に関する調査結果報告書」の中

で、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の

認定件数が多かった６事業（障害者支援施設

2,596 施設、共同生活援助 7,701 事業所、生活介

護 9,964 事業所、就労継続支援 B型 11,422 事業

所、就労継続支援 A型 3,768 事業所、放課後等デ

イサービス 11,565 事業所）及び、虐待認定件数の

増加が著しかった療養介護 251 施設の中から、2

段階抽出により各 200 カ所（合計 1,400 カ所）を

調査対象として、調査票を郵送した。 

（倫理面への配慮） 

質問紙調査に関しては、個人情報の保護に十分

留意し「人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針」を遵守し、研究代表者の所属する機関の倫

理審査委員会に調査研究実施の申請を行い、承認

を受けた。研究代表者（堀江まゆみ）の所属する

白梅学園大学において、倫理審査委員会に調査研

究実施の申請を行い承認された（201820 号）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．回答数  

 調査対象 1,400 カ所のうち、511 通の回答を得た

（回答率 36.5%）。 

２．回答結果 

（１）障害者虐待防止法に関する認識 

 障害者虐待防止法の認識について、①よく理解

している、②概ね理解している、③あることは知

っている、④知らないの中から該当する項目に回 

【研究要旨】 

障害者福祉施設及び障害福祉サービス事業所（以下、障害者福祉施設等）という。）に

おける障害者虐待防止の取り組みの実態を調査し、その結果に基づいて、厚生労働省の委

託事業による「障害者虐待防止・権利擁護指導者養成研修」の障害者福祉施設従事者によ

る障害者虐待防止のプログラムを、より効果的に行うことができるよう見直すことを目的

とした。施設内虐待の防止に向けた調査と研修の組み立てにあたっては、管理者、サービ

ス管理責任者、それ以外の職員という立場の違う職員が虐待防止研修を受講することを念

頭に、受講者が伝達研修しやすい内容にすること、虐待防止委員会の設置を促進する内容

にすること、通報義務を適切に果たすことの重要性を盛り込んだ研修プログラムにするこ

となどが考えられた。  
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答を求めたところ、次の結果となった（図１、表

１）。 

（２）都道府県が行う障害者虐待防止研修受講 

 都道府県等が行う障害者虐待防止研修受講の有

無について、①管理者、②サービス管理責任者、

③それ以外の職員に分けて回答を求めたところ、

次の結果となった（表２、表３、表４）。 

 

図１ 障害者虐待防止法に関する認識 

 

表１ 障害者虐待防止法に関する認識 

 

表２ 管理者の研修受講の有無 

 

 

 

 

 

表３ サービス管理責任者 
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全体

共同生活援助

就労継続支援A型

就労継続支援B型

障害者支援施設

生活介護

放課後等デイサービス

療養介護

①よく理解している ②概ね理解している ③あることは知っている ④知らない

受講した 290 63.2% 41 71.9% 35 70.0% 44 67.7% 60 71.4% 44 81.5% 44 62.0% 22 28.2%
受講していない・無記入 169 36.8% 16 28.1% 15 30.0% 21 32.3% 24 28.6% 10 18.5% 27 38.0% 56 71.8%
計 459 100.0% 57 100.0% 50 100.0% 65 100.0% 84 100.0% 54 100.0% 71 100.0% 78 100.0%

放課後等デ
イサービス

療養介護全体
共同生活援
助

就労継続支
援A型

就労継続支
援B型

障害者支援
施設

生活介護

受講した 314 68.6% 44 77.2% 37 74.0% 45 69.2% 58 69.0% 45 83.3% 31 43.7% 54 70.1%
受講していない・無記入 144 31.4% 13 22.8% 13 26.0% 20 30.8% 26 31.0% 9 16.7% 40 56.3% 23 29.9%
計 458 100.0% 57 100.0% 50 100.0% 65 100.0% 84 100.0% 54 100.0% 71 100.0% 77 100.0%

放課後等デイ
サービス

療養介護全体 共同生活援助
就労継続支援
A型

就労継続支援
B型

障害者支援施
設

生活介護

①よく理解している 174 41.5% 15 31.9% 22 46.8% 20 33.3% 37 50.0% 21 43.8% 25 36.8% 34 45.3%
②概ね理解している 228 54.4% 30 63.8% 23 48.9% 36 60.0% 37 50.0% 27 56.3% 38 55.9% 37 49.3%
③あることは知っている 17 4.1% 2 4.3% 2 4.3% 4 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 5 7.4% 4 5.3%
④知らない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
計 419 100.0% 47 100.0% 47 100.0% 60 100.0% 74 100.0% 48 100.0% 68 100.0% 75 100.0%

放課後等デイ
サービス

療養介護全体 共同生活援助
就労継続支援
A型

就労継続支援
B型

障害者支援施
設

生活介護
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表４ それ以外の職員 

 

（３）障害者福祉施設等の内部における障害者虐

待防止研修実施の有無 

 障害者福祉施設等の内部における障害者虐待防

止研修実施の有無について回答を求めたところ、

次の結果となった（表５）。 

 

（４）虐待防止委員会設置の有無 

 法人や障害者福祉施設等における、虐待防止委

員会設置の有無について回答を求めたところ、次

の結果となった（表６）。 

 

（５）通報ルート 

 障害者福祉施設等で虐待を受けたと思われる障

害者を発見した場合の通報ルートについて、① 

情報を理事長に報告した上で行政に通報する、② 

情報を管理者に報告した上で行政に通報する、③ 

職員が直接行政に通報する、これらの複数の組み

合わせのいずれに該当するか回答を求めたとこ

ろ、次の結果となった（図２、表７）。 

 

表５ 内部研修実施の有無 

 

表６ 虐待防止委員会設置の有無 

 
表７ 通報ルート 

受講した 258 56.2% 27 47.4% 21 42.0% 41 63.1% 58 69.0% 36 66.7% 27 38.0% 48 61.5%
受講していない・無記入 201 43.8% 30 52.6% 29 58.0% 24 36.9% 26 31.0% 18 33.3% 44 62.0% 30 38.5%
計 459 100.0% 57 100.0% 50 100.0% 65 100.0% 84 100.0% 54 100.0% 71 100.0% 78 100.0%

放課後等デイ
サービス

療養介護全体 共同生活援助
就労継続支援
A型

就労継続支援
B型

障害者支援施
設

生活介護

①毎年実施 319 71.2% 32 57.1% 31 63.3% 32 50.8% 70 84.3% 43 81.1% 46 67.6% 65 85.5%
②過去に実施 77 17.2% 12 21.4% 12 24.5% 15 23.8% 12 14.5% 9 17.0% 10 14.7% 7 9.2%
③実施していない 52 11.6% 12 21.4% 6 12.2% 16 25.4% 1 1.2% 1 1.9% 12 17.6% 4 5.3%
計 448 100.0% 56 100.0% 49 100.0% 63 100.0% 83 100.0% 53 100.0% 68 100.0% 76 100.0%

放課後等デイ
サービス

療養介護全体 共同生活援助
就労継続支援A
型

就労継続支援B
型

障害者支援施
設

生活介護

①設置している 201 43.8% 20 35.1% 12 24.0% 16 24.6% 55 65.5% 28 51.9% 21 29.6% 49 62.8%
③設置していない 171 37.3% 33 57.9% 34 68.0% 39 60.0% 9 10.7% 15 27.8% 39 54.9% 2 2.6%
無記入 87 19.0% 4 7.0% 4 8.0% 10 15.4% 20 23.8% 11 20.4% 11 15.5% 27 34.6%
計 459 100.0% 57 100.0% 50 100.0% 65 100.0% 84 100.0% 54 100.0% 71 100.0% 78 100.0%

放課後等デイ
サービス

療養介護全体 共同生活援助
就労継続支援
A型

就労継続支援
B型

障害者支援施
設

生活介護

①理事長に報告後通報 74 16.6% 12 21.1% 7 14.6% 14 23.0% 20 23.8% 11 20.4% 7 10.0% 3 4.1%
②管理者に報告後通報 206 46.1% 24 42.1% 25 52.1% 25 41.0% 32 38.1% 27 50.0% 37 52.9% 36 49.3%
③職員が通報 18 4.0% 1 1.8% 2 4.2% 3 4.9% 4 4.8% 1 1.9% 3 4.3% 4 5.5%
①＋② 56 12.5% 11 19.3% 2 4.2% 12 19.7% 8 9.5% 6 11.1% 13 18.6% 4 5.5%
②＋③ 41 9.2% 1 1.8% 6 12.5% 2 3.3% 9 10.7% 1 1.9% 1 1.4% 21 28.8%
①＋③ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
①＋②＋③ 52 11.6% 8 14.0% 6 12.5% 5 8.2% 11 13.1% 8 14.8% 9 12.9% 5 6.8%
計 447 100.0% 57 100.0% 48 100.0% 61 100.0% 84 100.0% 54 100.0% 70 100.0% 73 100.0%

放課後等デ
イサービス

療養介護全体
共同生活援
助

就労継続支
援A型

就労継続支
援B型

障害者支援
施設

生活介護
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図２ 通報ルート 

 

Ｄ．考察 
（１）障害者虐待防止法に関する認識 
 障害者虐待防止法に関する認識は、①よく理解

している、②概ね理解しているの合計が９割以上

となった。①よく理解している、に限った場合は、

共同生活援助、就労継続支援事業 B 型、放課後等
デイサービスが３割台、低い傾向であった。また、

障害者支援施設は５割台で、これまで報道された

深刻な虐待事案の多くが施設入所支援で起きた事

案であったためか、関心の高さが伺えた。 
 
（２）都道府県が行う障害者虐待防止研修受講の

有無 
 都道府県が実施する障害者虐待防止研修受講の

有無では、①管理者 63.2%、②サービス管理責任
者 68.6%、③それ以外の職員 56.2%という結果で、
管理的立場の職員の受講率が高い傾向にあった。

管理的立場の職員が障害者福祉施設等を代表して

虐待防止研修を受講し、内部で伝達研修を行うと

いうことが考えられる。 
 障害者福祉施設等の種別では、療養介護の管理

者の受講率が低い結果となったが、療養介護の管

理者は医療職である医師が多いため、福祉職が受

講する場合が多いのではないかと考えられる。 

放課後等デイサービスは、管理者 62.0%、サー
ビス管理責任者 43.7%、それ以外の職員 38.0%の
受講となっており、いずれも平均以下の受講率で

あった。放課後等デイサービスは、虐待認定され

る事案が増加傾向にあるため、受講率を引き上げ

ることが必要である。 
 
 （３）障害者福祉施設等の内部における障害者虐
待防止研修実施の有無 
 内部研修の実施の有無では、共同生活介護

21.4%、就労継続支援 B 型 25.4%、放課後等デイ
サービス 17.6%が実施していない比率が高かった。 
 毎年実施している比率が高かったのは、障害者

支援施設84.3%、療養介護85.5%、生活介護81.1%
で、重度障害者が多く利用する事業種別、入所系

の施設において内部の虐待防止研修の実施頻度が

高く、虐待防止への取り組みが積極的な傾向にあ

る。 
 
 
（４）虐待防止委員会設置の有無 
 虐待防止委員会を設置していない比率が高かっ

たのは、共同生活援助 57.9%、就労継続支援 A 型
68.0%、就労継続支援 B 型 60.0%、放課後等デイ

16.6%
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14.6%
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10.0%
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1.8%
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1.9%

4.3%

5.5%

12.5%
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4.2%

19.7%

9.5%

11.1%

18.6%

5.5%

9.2%

1.8%

12.5%

3.3%

10.7%

1.9%
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全体

共同生活援助
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障害者支援施設

生活介護

放課後等デイサービス

療養介護

①理事長に報告後通報 ②管理者に報告後通報 ③職員が通報

①＋② ②＋③ ①＋③
①＋②＋③
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サービス 54.9%であった。内部の障害者虐待防止
研修を実施していない事業種別とも重なるため、

虐待防止委員会の設置により内部の虐待防止研修

の実施率を高めることができる可能性がある。 
 
（５）通報ルート 
 障害者福祉施設等において、虐待を受けたと思

われる障害者を発見した場合、すべての事業種別

において、50%以上が設置者や管理者に報告した
後通報するルールとなっていた。職員が通報する

ルールがあるのは、複数回答を含めて 30%程度で
あった。 
 平成 29年度障害者虐待対応状況調査の結果によ
れば、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待

の相談・通報・届出者は、当該施設・事業所職員

18.2%、当該施設・事業所設置者・管理者 11.4%と
なっており、職員からの通報が多い。施設・事業

所のルールでは、50%以上が設置者、管理者に報
告した上で行政に通報するという調査結果から、

設置者・管理者の報告したところ通報がなされな

かったために、やむを得ず職員が通報する事案が

あることが考えられる。        
 
Ｅ．結論 
 施設内虐待の防止に向けた調査と研修の組み立

てにあたっては、管理者、サービス管理責任者、

それ以外の職員という立場の違う職員が虐待防止

研修を受講することを念頭に、受講者が伝達研修

しやすい内容にすること、虐待防止委員会の設置

を促進する内容にすること、通報義務を適切に果

たすことの重要性を盛り込んだ研修プログラムに

することなどが考えられる。  
 
Ｆ．研究発表 
1.  論文発表 
なし 
 
2.  学会発表 
なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 特になし 
  

 2. 実用新案登録 
 特になし 
  
 3.その他 
 特になし              
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平成 30年度 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

「障害者虐待防止研修の効果的なプログラム開発のための研究」 
分担研究報告書 

 

法人における虐待防止委員会の活用と不適切対応事例の改善に向けたシステムに関する 

聞き取り調査―虐待通報により特別監査を受けた社会福祉法人のその後の取り組みを中心に 
 

     研究代表者  堀江 まゆみ（白梅学園大学子ども学部発達臨床学科 教授） 

研究分担者   手嶋 雅史 （椙山女学園大学人間関係学部 教授）  

 

 

Ａ. 研究目的 

 本分担研究においては、法人における虐待防止

委員会の活用と不適切対応事例の改善に向けたシ

ステムに関して検討することを目的とした。特

に、過去に虐待通報により都道府県から特別監査

および継続した改善指導を受け、継続して改善計

画を実施した２つの社会福祉法人を対象とした。

虐待防止委員会等のシステムを改めて見直し改善

してきた経過、およびその後の取りくみの在り方

を明らかにし、効果的な研修 
マニュアル作成に向けての課題を抽出することを

目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 

１）調査対象：過去に虐待通報により都道府県か

ら特別監査および継続した改善指導を受け、継続

して改善計画を実施した２つの社会福祉法人を対

象とした。調査を実施するにあたっては、各法人

に事前に調査目的を示し、個人情報の留意した処

理を行うことを前提として協力の承諾を得た（倫

理手続きについては、以下に示した）。 
 
２）聞き取り内容の５項目は以下の通りであっ

た。 
①法人および各事業所の虐待防止委員会の設置状

況と活用方法 
  ・委員会メンバーなどの組織図、 

【研究要旨】 

本分担研究では、本分担研究においては、法人における虐待防止委員会の活用と不適切対応

事例の改善に向けたシステムに関して検討することを目的とした。特に、過去に虐待通報によ

り都道府県から特別監査および継続した改善指導を受け、継続して改善計画を実施した２つの

社会福祉法人を対象とした。虐待防止委員会等のシステムを改めて見直し改善してきた経過、

およびその後の取りくみの在り方を明らかにし、効果的な研修マニュアル作成に向けての課題

を抽出することを目的とした。 

聞き取り内容は、①法人および各事業所の虐待防止委員会の設置状況と活用方法（委員会メ

ンバーなどの組織図、開催頻度、活用の仕方、ＰＤＣＡサイクルの持ち方など）、②虐待事例

と通報、改善計画に関する聞き取り（可能なところで、虐待通報事例などの対応に関して具体

的に聞き取りした）、③日常で起こる不適切事例の扱い（どのように対象事例を現場から掘り

起こしているか、どのように改善していっているか）、④法人としての課題や区市町村窓口と

のやりとり、懸念など（身体拘束ガイドライン事例の見直し、解決方法、市町窓口の受理体制

などに対する要望など）、⑤ほか、国研修、県の研修との関連や、今後望みたい研修プログラ

ムなどであった。２つの法人の調査により、法人全体として虐待防止システムを見直し、早期

に気づき、職員からの通報を促し、個別支援計画を充実させての改善を徹底することの重要さ

が指摘された。今後、効果的な研修プログラムを検討するうえで重要な視点を得ることができ

た。 
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  ・開催頻度 

  ・活用の仕方など（ＰＤＣＡサイクルの持ち

方など） 

②虐待事例と通報、改善計画に関する聞き取り 

  ・可能なところで、虐待通報事例などの対応

に関して具体的に聞き取りした。 

  ・本調査は、法人名個人名が特定されない形

での報告書作成になることの承諾を得た。 

  ・扱いで気を付ける。 

③日常で起こる不適切事例の扱い、どのように現

場から掘り起こし、どのように改善していっ

ているか 

  ・資料の提供 

④法人としての課題や区市町村窓口とのやりと

り、懸念など 

  ・身体拘束ガイドライン事例の見直し、解決

方法等 

  ・市町窓口の受理体制などに対する要望など 

⑤他、国研修、県の研修との関連や、今後望みた

い研修プログラムなど。 
 

（倫理面への配慮） 

研究代表者（堀江まゆみ）の所属する白梅学園

大学において、倫理審査委員会に調査研究実施の

申請を行い、承認された（2018 年 11 月 12 日、

201820 号）。 

 

Ｃ．研究結果 

１）社会福祉法人（Ａ）における虐待防止の改善

と取り組みの特徴  

本法人は、過去に 2つの虐待通報があり、都道

府県の特別監査を受けた。その後、法人全体とし

て継続的に虐待防止のための改善計画やシステム

の見直しを実施してきた。   

聞き取り内容と課題は以下の通りであった。 

 

①法人および各事業所の虐待防止委員会の設置状

況と活用方法 

・委員会メンバーなどの組織図、 

法人に虐待防止委員会を設置しているが、事業

所単位でも小規模の虐待防止委員会を設置してい

る。両者が連携しながらそれぞれの役割で機能し

ている。 

・開催頻度 

法人・事業所ごと年２回以上開催することにし

ている。おおむね毎年 5月に年度計画（取り組み

確認）、1月に年間の振り返りを行っている。特

に年間にわたり、法人の担当理事が各事業所を計

画的に訪問・巡回し、継続的な虐待防止の機能が

維持できるようにシステムを改善した。 

・活用の仕方（ＰＤＣＡサイクルの持ち方など） 

現在の課題としては、虐待防止委員会の構成メ

ンバーとして、職種の範囲が統一されていないこ

とがある。どんな職種が関わることが効果的か、

引き続き検討しているところである。 

 

②虐待事例と通報、改善計画に関する聞き取り 

・聞き取りの可能な範囲で、虐待通報事例などの

対応に関して具体的に聞き取りした。 

・経過としては、事例に関して当該事業所の各委

員会の報告を受け、これまでの実践やシステムの

見直し項目を分析した。これを法人全体で共有し

た。 

 それ以降、特に年一回チェックリストとヒアリ

ングを実施し重視している。 

ヒアリングは所属長が全職員に実施している。

アンケート調査の方法もあるが、実際には、紙に

書くより、職員と直接あってヒアリングしたほう

が、利用者の発言や他の職員の気がかりな対応等

の情報は出てくる。面接後、報告書のチェックリ

ストフィードバック実施結果報告書を提出し、特

に、重要な案件の場合は所属長が報告書として提

出して改善にむすびつくようにしている。出来る

だけ PDCA サイクルを意識している。 

また、年１回、研修参加者が各事業所で研修で 

学んだ同じ手法で研修を実施している。KJ法はと

ても効果がある。法人としても継続的に研修を受

けさせて、支援のつまずきを見逃さない取り組み

を重視してきている。 

 

③虐待通報事例に対するその後の対応について 

 虐待通報があった当時に、どのような対応をし

たか、また課題はなんであったかを聞き取りし

た。 

事例：入所施設での虐待 

他職種から中途採用された職員（男性）が、最

重度の利用者をたたくなどの身体的虐待、および

大声で叱るなどの心理的虐待をした。それを見た

支援者が管理者に報告し、その後、事務局長が当

該職員に、事実確認の聞き取りを行った。本人は
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否定したが、法人としては虐待の疑いがあると判

断し市に通報した。市は県に報告した。法人内で

も同時に取り組みを開始した。取り組みをしてい

る最中に、さらに当該職員が別の機会に利用者を

叩くなど不適切対応をしていたことが、別の職員

からも報告された。ここに至り、当該職員は虐待

対応を認め、法人として再度、市に通報した。改

めて、通報者である職員が通報すべきかどうかを

悩んでしまう環境（風通しが良くない）が指摘さ

れ、改善する必要を再確認した。その後の経過は

以下の通り。 

 

（安全確認と謝罪） 

 家族への謝罪を速やかに実施した。当該職員に

は宿直業務を中止させ、対人援助業務から異動す

るなど、再発のリスクがないように対応した。 

（改善計画） 

 速やかに改善計画を作成して、市に報告すると

ともに、法人全体に周知し取り組みを開始した。 

(第三者評議委員 監事監査) 

 当該事業所には職員でない外部の委員に評価し

てもらい、課題を客観的に抽出するように努め

た。 

 

課題：身体拘束に関して 

「身体拘束等の適正化について」、再度、法人全

体で見直しを行った。突発的事案（飛び出し、他

害等）に備えて利用者と家族に事前に同意を得る

ことは重要であるが、慎重に検討を進めている。 

重心利用者への支援ではサークルネット、ミト

ン、つなぎ服の課題が残っている。法人として検

討している身体拘束の事例は約 30件である。 

 

④日常で起こる不適切事例の扱い、どのように現

場から掘り起こし、どのように改善していってい

るか 

「日々の実践で感じる不適切対応のメモ」を職

員で意識的に取りながら活用している。このと

き、支援計画をリスクマネジメント計画にしない

よう意識付けし重ねて適切な研修を行っている。 

虐待対応マニュアルを常に運用するようにして

いる。特に、通報対応を迅速かつ適宜、実施でき

ることを重視している。今後、この件を全職員へ

浸透させることが課題である。 

また、児童虐待と障害虐待と重なる年齢層の利

用者や支援者に関しては、しつけとの区別が難し

いという支援者もいて、課題となっている。 

 今後、不適切な事案を改善していった成功事例

を集めていき、職員のエンパワメントも図ってい

きたい。 

 

⑤法人としての課題や区市町村窓口とのやりと

り、懸念など 

・身体拘束ガイドライン事例の見直し 

・市町窓口の受理体制などに対する要望など 

市町村によって違いがある。通報受理の経験が

あまりない市では、コア担当者の認識が浅い傾向

がある。また県や市の担当者との連携は一貫して

いないと感じることも少なくない。 

 

⑥他、国研修、県の研修との関連や、今後望みた

い研修プログラムなど 

 管理者研修に加え、従事者研修の内容を充実し

てほしい。国研修は意識改革研修にとどまってい

るが、今後具体的仕組みや、研修内容を選択でき

るパッケージ研修も検討したい。国から県につな

がる、身近な研修になっていってほしい。 

 

２）社会福祉法人（Ｂ）における虐待防止の改善

と取り組みの特徴  

本法人は、過去に 2つの虐待通報があり、都道

府県の特別監査を受けた。その後、法人全体とし

て継続的に虐待防止のための改善計画やシステム

の見直しを実施してきた。   

聞き取り内容と課題は以下の通りであった。 

 

① 法人および各事業所の虐待防止委員会の設置

状況と活用方法 
・委員会メンバーなどの組織 
都道府県の虐待特別監査が入ったあとから虐待

防止委員会を発足させた。それ以前は、必要は感

じていたが設置が遅れていた。 
外部委員４名。内部委員５名。事務局１名。内

部委員は２−３年で交代。外部委員には積極的に助

言をお願いしている。 
虐待が起こったあとの法人内部の対応に関して

は、マニュアル「虐待への法人内部における対応

フロー」を作成し整理された。 
しかし、一つひとつの事案ごとにどう対応する

かのフローはまだ明確になっていなかったため、
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新たなフロー「虐待行為（疑い含む）等の不適切

支援に対する法人内部における対応フロー」に改

定して、より実践的な体制を作った。 

虐待防止責任者は法人事務局が専門的に担って

いる。ただし確認等の聞き取りは、支援現場の支

援統括職員を加えている（当該利用者事業所の管

轄職員は聞き取りに参加しない）。 

フロー作成後、改めて実践を見直してきてい

る。不適切な支援は「どこにでもある。気づきが

大事」という認識で対応している。そのため職員

向け研修用の資料として「事実確認の在り方につ

いて」を作成した。虐待の早期気づきに向けた体

制・システムを整えれば、整えるほどに不適切事

案の気づきは増えるという認識が重要である。 

事案の吸い上げには職場内の人事異動で風通し

を良くすることも効果があった。１事業所に例え

ば 5年以上在籍する人は、可能であれば異動させ

ることも検討するようにしている。 

・開催頻度 

 月一回か、少なくても３ヶ月に２回は実施して

いる。虐待防止委員会からの情報発信を適宜、発

行して啓発を図っている。 

 

②虐待事例と通報、改善計画に関する聞き取り 

 虐待防止法施行当初に「げんこつやビンタをし

た職員がいる」という通報があり、都道府県が緊

急改善指導として法人に立ち入りに入った。 

・可能なところで、虐待通報事例などの対応に関

して聞き取りした。 

事例１ 性的虐待  

 当該事案は発生時期と判明時期が数年のタイム

ラグがある。対象者は軽度知的障害があった。こ

の件は、すでに起きていた別事案の県特別監査を

きっかけに明らかとなった。 

性的虐待：職員（４０代後半既婚者）は恋愛関

係があったと主張した。障害者虐待防止法が施行

されて間もなかった時期でもあり、法人も職員も

聞き取り調査にどう協力すべきか、当時は混乱が

あった。今でも関わった職員は緊張のある調査だ

ったことからトラウマとなっている人も少なくな

い。聞き取り調査方法を適切な方法で実施するこ

とは重要であると考える。法の趣旨が浸透してき

た現在は、以前と比べて調査の姿勢は変わってき

ていると思う。 

 

③日常で起こる不適切事例の扱い、どのように現

場から掘り起こし、どのように改善していってい

るか 

本法人では、新しいシステムが構築されてきた

が、その改善のヒントは過去の事案対応がベース

にある。これを「虐待防止に関する取り組み」と

して法人のあるべき対応の姿としてまとめた。 

そこでは、虐待や不適切対応が起こる背景にあ

る課題をどう抽出するか、それを目的に原因を分

析する方法などを研修で実施してきた。具体的に

はテーマは本法人が起こした「１：自傷・他

害」、「２：ビンタ・げんこつ」に絞り、なぜ起

こるか、を明らかにすることを目的とした。 

１０日間で、１テーマあたり２−３時間のグルー

プワークを行った。議論のポイントは「なぜ止め

られなかったのか」。そこで出てきた原因は７

つ。この研修の内容と結果は「今後、何か迷った

際、立ち戻る先」として認識している。気づきが

得られるチャンスがこうした研修であった。現在

では研修プログラムを法人内で標準化してきてい

る。 

また現在は「支援に関する振り返り」の担当者

でもある所属長が中心となって「日々の振り返り

チェック」を実施している。 

a 利用者対応についての内容確認（１５分） 

b チェックリスト（１０分） 

合わせてチェックマニュアルも独自に適宜改善

している。担当スタッフは、事実確認報告書式フ

ォーマットを時系列を記入する形式にし、誰に何

をどうしたのか、行政の対応報告も必ず記録に加

える形で作成している。 
苦情処理・ヒアリハット等の複数のアンテナの

集約は今後の課題である。PDCAサイクルを生か
し「〇年から〇年までの事実確認について（事実

確認あり事例１３件、事実確認なし１４件）」を

作成し、研修効果等を確認している。実際、研修

の効果（職員自ら虐待行為の報告）がある事例も

あり、活用されている。また利用者アンケート

（大学生が聞き取り調査協力）に関しても、事業

所から報告が上がってきて、２件報告事案ありっ

た。内部の風通しがよくなってきているという実

感がある。 
 
④法人としての課題や区市町村窓口とのやりと

り、懸念など 
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・身体拘束ガイドライン事例の見直し 
身体拘束ガイドラインが示すような身体拘束は

ない、との法人内報告がある。しかし同意書（道

路に飛び出す場合に行動制限はしているケースは

ある）を取っている事例はある。身体拘束として

「スピーチロック」に注目し、そうした支援対応

には課題の認識を深めてきている。 
法人の特徴として身体障害、重心等入所施設や

医療系事業所の運営がないことも身体拘束事案が

少ないという関係があると思う。身体拘束関連報

告書フォーマットはチェック式で作成済み。 
・市町窓口の受理体制などに対する要望など 
 本法人では、不適切対応に関して積極的に市に

通報している。法人からの報告に対して、市区町

村の職員対応の差が大きいことがよくある。通報

したあと、逆に虐待の認定を法人（通報側）に求

められる場合もある。また、行政に不適切報告書

類を提出して２−３ヶ月後に調査が入るなど、調査

の開始が大幅に遅れることも少なくない。事実確

認が遅れると、利用者や職員の記憶等も不確実に

なり、事実の確認できなくなる恐れがある。 
事実認定の結果通知も、市町村対応には差があ

り、ある市町村に関しては県に抗議した経過もあ

る。〇市は報告提出後、経過通知の返事を出して

くれている。 
事業所が提出した報告書への行政経過報告がシ

ステムとして必要ではないか。事故報告の受付処

理段階のレベルでおわるのは解決に繋がらないの

ではないか。虐待認定技術のない行政職員が認定

する課題は大きい。 
・職員が認めない事案  
 在宅の日中支援事業所であった事例では、作業

前後の写真で、虐待自体が明らかにあったという

確認が取れることがあったが、それでも職員が事

実を認めないことがあった。そこで法人として

は、職員が行為を認めないとしても、事実がある

のであれば、改善を目指し支援ルールや怪我など

の確認には、必ず写真を撮影するなど方法につい

て再調整した経過があった。 
また支援等の関係で「これはしつけである」い

う形で認めないケースがある。対応としては事実

（虐待認定）を明らかにするのは行政なので、虐

待かどうかを職員に認めさせるというものではな

く、行為が目指すべき支援かどうかに重点を置い

て、目指す具体的支援事例を法人が明確にマニュ

アルとして示すようにしている。 
例「さんと呼ます宣言」。抽象的な利用者への

思いではなく、明確に目指すべき支援の事実で職

員と確認など。 
 
⑤他、国研修、県の研修との関連や、今後望みた

い研修プログラムなど 
重度の方の支援は、職員のメンタル支援も重要

であると考える。虐待をなくすためには、職員の

感情労働のしんどさを支援できるような研修を取

り組んでいくことが大切で、この方針で今後、研

修を積み上げていきたい。福祉に携わるものはし

んどいと言えない、ことを基本的に改善していく

ことである。例えば唾をかけ続けられるスタッフ

のしんどさをフォローしないまま不適切対応して

しまい、それが虐待につながるというようなこと

は避けたい。虐待をしないように感情をコントロ

ールするのは大事であるが、その前に、私たちの

支援が感情労働であることまず知る、それに対応

するケアラーケアをことが大切である。 
 
Ｄ．考察 

本分担研究では、本分担研究においては、法人

における虐待防止委員会の活用と不適切対応事例

の改善に向けたシステムに関して検討することを

目的とした。特に、過去に虐待通報により都道府

県から特別監査および継続した改善指導を受け、

継続して改善計画を実施した２つの社会福祉法人

を対象とした。虐待防止委員会等のシステムを改

めて見直し改善してきた経過、およびその後の取

りくみの在り方を明らかにし、効果的な研修マニ

ュアル作成に向けての課題を抽出することを目的

とした。 
聞き取り内容は、①法人および各事業所の虐待

防止委員会の設置状況と活用方法（委員会メンバ

ーなどの組織図、開催頻度、活用の仕方、ＰＤＣ

Ａサイクルの持ち方など）、②虐待事例と通報、

改善計画に関する聞き取り（可能なところで、虐

待通報事例などの対応に関して具体的に聞き取り

した）、③日常で起こる不適切事例の扱い（どの

ように対象事例を現場から掘り起こしているか、

どのように改善していっているか）、④法人とし

ての課題や区市町村窓口とのやりとり、懸念など

（身体拘束ガイドライン事例の見直し、解決方

法、市町窓口の受理体制などに対する要望な
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ど）、⑤ほか、国研修、県の研修との関連や、今

後望みたい研修プログラムなどであった。２つの

法人の調査により、法人全体として虐待防止シス

テムを見直し、早期に気づき、職員からの通報を

促し、個別支援計画を充実させての改善を徹底す

ることの重要さが指摘された。今後、効果的な研

修プログラムを検討するうえで重要な視点を得る

ことができた。 
 
Ｅ．結論 

引き続き、過去に虐待通報により都道府県から

特別監査および継続した改善指導を受け、継続し

て改善計画を実施した法人が、どのようにシステ

ムを改善してきたかなど、立ち直り事例を収集

し、虐待防止委員会等のシステムを改めて見直し

改善してきた経過、およびその後の取りくみの在

り方を明らかにし、効果的な研修マニュアル作成

に向けての課題を抽出することとしたい。 
 
Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 
なし 

2.  学会発表 
なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 特になし 
 2. 実用新案登録 
 特になし 
 3.その他 
 特になし 
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Ⅲ 研究成果の刊行に関する一覧表  
 
 なし 
 
                    

 












